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資本家からみた健康保険法施行の影響
一日本工業倶楽部，東京商業会議所調査を中心として一
坂口正之
The Effect on Management by the Enforcement of the Health Insurance Act in Japan 
-Mainly， Malung reference to the Investigations by Japanese Industry Club and 
Tokyo Chamber of Commerce-
MASAYUKl SAKAGUCHI 
は じめ に
1927作1月l口lζ健康保険法が施行されると，各hl1ri
から制度に対する不満が続出し，比較的弔い時期から改
正;(J見が多数提起されたようである。内務省社会局は，
強い反対意見だけでなく ，受診や手当金の急、I舎に遭遇し
て， 1927年6月には健康保険法の改正も止むなしとの結
論に達し， 6 )]15臼付で関係各方面に健&Ii保険法IC対す
る改善意見を求める諸問を行ない，怠見を聴取したので
あ「た。そして，その回答という形でさまざまな改正窓
見が一斉に公表されたのである。
しかし.それは個々の企業や健康保険組合に対して的
機意見を求め，健康保険の実胞による影響 (効果や弊待
江ど)をJ豊史的にf巴握しようとするものではなかった包
そのような動きの中で，日本工業倶楽部や東京商業会
議所は， iltFの各企業に対して.健康保険法Ic対する改
抗意見を求めると共IC，施行による影響についても精力
的に調査を行な『ているの本稿では， ζれら 2勺の調査
によりながら.健康保険法随行直後の時期に限定し.改
正意見の背景ゃあるいはその前提となる「影響JIC的を
絞り，当時の資本家が健康保険法の影響をとのように促
えていたかを考察したい。第 l節ではまず日本工業倶楽
郡の調査を取り上げ.第2節では東京簡業会議所を中心
ICして母娘する ζとにする。
1 82転工業倶楽部の調査
日本工業倶楽部 (以下単iζ工業倶楽部と略す)の健康
保険法への対応について.法の制定時ζ関してはすでに簡
単にのべたζ とがあるので?と乙では繰打返してのへ
るζとそ避けたb、P
そこで.健康保険法の施行制に限って~，えば，工業似
濃部は次のような対策を潟じているのを見る仁とができ
る。
いうまでもなく， 健康保険法は産業平和l~震として大い
に期待されたのであるが，皮肉な乙とに，その施行ICよ
り， 一時的にせよ，かえ 4 て新たな諸問題を発生させた
のであ「た。
そ乙て，工業倶楽部li，r健康保険法の実施lζ{料 、幾
多の問題を生じつつあるよ竹，当似.楽部労働法調査委員
2 )圃 3)会 として是が対策を講'1t.-tるの必要あるべし Jと判
断して，1927年2月14日IC早くも，問委員会は 「健戚保
険法実施協議会」を設置する ζ とを決定して~，る。
乙の「協議会Jは， 労働法調査委員会の委員の関係す
る名社 (22H)の事務または実務伺当Qて締成され，
「健康保険笑.胞上tζ於ηる諸般の案件を調査簿議するj
ことをその任務とし，その際，i其参考l己資する為めj， 
"1ずMit!調査をhうとととな t)， r健康保険法実施協ぷ
会の名を以勺て東京府下の各保険組合lζ対し，本法実施
後の影解iζ傑lし照会を発し，4)Jたのであった。
その謝伐の結梨が， ζ 乙で取り Iニげようとする 『健康
保険法実施の影響J(1927年3月刊)という小冊子であ
る。
その!剖，I日Jr協議会」は，医師会の診療報酬協定問題
を緊急の重要課題として収り上げ， 社会局保険部長・医
療課長や円本医師会f理事長 ・書記長らと個別に街衝を行
い， 数回審議を毛ねて.特別委員10名を僧名し 5月16
IJIζ成案を決定している。それにきEづき，労働問)Wi尚古
委日会51(労働法3司王安委員会の乙とであろう)はその
「成案Jを審議したが，さらlζ線本的修正を目指して，
gl途IC労働委員会 (ζれも労働法調奇委品会の乙とであろ
う)としての独自な修正案を審議する決定を行な d てい
6) る。 そして， luJ委員会の参考IC資するため.健康保険
実施後に於ける傷病および休業数の実怖を調査する乙と
とし，全国約300の健康保険組合に対して調査票を発送
???
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している。
なお.ζの胡住結果は， 6月15日に社会品長官より.
f健康保険制度の運用IC関し実総後の状況に基き改善を
要すと認むべきす1痕JK闘しrs問があ「たが， 7月25U
tこ工業倶業部は答申dを提出してし‘る。その末尾で，
fiBて別紙添付の統計は当倶楽部に於て審議の参考に資す
る為調子正候ものH:付さ御幸喜考迄Ir.供高覧候 I)Jと付記し
て， sIJ途提山しているようである。
ζの 1 統~1・Jは.r二十五年史Jではl直接確めることは
できないか. r社会政策時報』において紹介されてい
8) るの で.後で必要な限り取り上げる乙とにしたb、
さて，前置がやや長くなったが，東京府下の健保組合に
対する調査結果をやや詳しくみるととにしましょう ω
まず，調査に対する回答であるが.わずかに r18会社
及組合J，こすきな ~'o もとよ り .工業倶楽係自身が，
「鍛iこ是丈けの資料K依て自に実胞の影響如何を論ずる
ことは軽卒の識を免れぬ9りと認めさるをえなかったと
ζろであるが，健康保険法が随行された1927年1月l目
当時lとおりる.東京府下，c.主たる事務所を置く健康保険
_10) 組合は46であったと思われるの に， 少なくとも.東京
府下においてはある程度の傾向を示すものとして「参考
の一端Jにはなろう。
つぎに，調賓の項目は以下のiJ!i均である。11)
一，実施の影鰐
(1)事業主の経費負担lζ及はず影響
イ，事業主負担の保険料総額及被保険者ー数 t一月-R
現在)
ロ，事務貨の負但{同上)
ハ.賃金其の{也の給与をめ加せりとせば之lζ肉り生
ずる負担(同上)
ニ.其他の負J旦(同上)
ホ，従来共済会放扶助法規』ζ依り支払われたる負但
との比較 (同r_l
12)被保険者の生活費に及lます影響
イ.被保険者貨但の保険料総額一人平均の保険料及
其実収IC対する比率
o 上の負担{こ対し賃金其他の給与に於て何等か代
省的方法を講ぜられたりや
，、，若し然、らずとせば新鋭負担の被保険者の生活費
lζ及はす影響程度
131被保険者の心理に及lます彫響
イ，労資折半主主主が労資協調的精神の作興に与うる
効果の点
ロ.保険料事業主全額負担主義の宣伝が被保険者の
心I理IC:&Iましたる影響の点
(2 ) 
ハ.被保険者lζkrlt膏の気風を助長せし嫌なきゃの点
ニ，虚病に悶り f~病手当令を得て労'働争議賃金tζ懇
用するが皇日き弊なきゃのJ点
(4)労働能率に及lます修締
イ，欠勤$，就業準Z事iζ及ぼせし影響如何
ロ，傷病3終iζ及iませし影響
ハ，公傷及私傷$の実施前との比較
二， 法の欠点と認められる諸点
三， 其の他
乙れらの調査要項について. r実施の彩斡』は，ーの
(1). (21. 131. (4)という区切りで，各社の回答の凝固告を嫡
録していくのであるが，本稿では，さらに細分化して，
イ.ロ， 一 ・どとlζ整理，分綴してい〈乙ととする。
(1) *業主の経質負担に及ぼす影響
f ，事業主の保険料負担総額 (1927年l月末当時)
健康保険法が実施された後，当面.企業が伝も意識し
たのはその経費負但の地加に関してであ「ただろう。モ
の内 • litkのウエイトを占める保険料負担の大きさが関
心の的にな勺たものと思われる。
そこで.まず.企業全体としての保険料負担総客員と，
被保険者l人当りの費用が問題にされるのであるが.そ
の回答結果をまとめると第 1:表のようになる。
ζれにみられるように，保険料総額IC大きな絡差がf
:tEしている。それは，被保険者数の相違から生しる場
12) 
口 と.被保険者I人当りの保険料の相違から生しる腸
合とが考えられる。そ乙で.1人当灼保険料lζっし 。てみ
ると.量低の73銭1厘 (p健保組合)から最高の2円97
銭 (K健保組合1，ζ35る絡差が存在している。なお， こ
れら23組合の l人当り平均保険料を.単純に 1組合当り
l人平均lこ直してみると. 1円85銭8厘となる。
乙の負J!!.を.ほほ同時期 (1927年J-3月)の全国レ
ベルにおける健康保険組合全体の平均的な負担額との比
絞を試みるならば，組合健保全体の保険料総額は435Ji
9.753円であるから，被保険者数80ノゴ581人 (1927年3
月末当時)で除すると 1か月 l人当り平均保険料は l
円81銭 5@とはるが ~3)ζれから事業主の負但部分を求
めなければならない。
いま.1926年度の事業主の負担割合は不明なので，
1927年度の割合を求めると，ほ1:56.5%と惟i~14)される
ので， 事業主の負但，r.なる保険料は l人当り'1'均で IITI
25銭5厘となる。
したがって，東京府下位保組合は.全国平均よりもか
な的高い事業主負担を課していた乙とになる。
つぎに， 23の企業または健保組合の事業主負仰にかか
るl人当り保険料に差が見られるのも.ある意味で当然
沢口:貸本家からみた他康保険法施行の影特
望号1表 事業主負担保険料総額および
被保険者1人当り平均額 (1927年 1月末)
保 険 料 被保険者
総 額 lへ当り f佳定数
A.(i気工業会社 内 同 人
甲工場 2.655.34 2.128 1.248 
乙工場 2.441 57 2.390 1.022 
丙工場 331.16 1.96 169 
丁工湯 103.09 1.747 59 
B健康保険組合 653.20 1.633 400 
C鉄て所K工場 1.560 2736 570 
D麦酒会社 10.156.63 2.061 4.928 
Eセメ ン卜会計 間4.96 2.326 23日
F健康保険組合 1.069.96 2.642 405 
Gセメ ント会社
申工場 1.580 J 842 858 
乙工場* :i67.36 1.766 208 
丙工上易ポ 154.95 1.781 87 
H健康保険組合 2.056.60 1.791 1. 148 
I健康保険組合 4.887.47 1.418 3.447 
j健康保険組合 494.46 1.206 410 
K健康保険組合 3.929 2.97 1.323 
し健康保険組合 1.079.51 1.945 555 
M 紡緩会社 440.787.00 1.568 281. 14 
N活版製造所 526.488 1.216 433 
0健康保険組合 1.550.16 2.29 677 
P健康保険組合 225.40 0.731 3凶
Q船渠 U工場 2.170.34 0.915 2.372 
R舎 2.239.96 1.668 1.343 
土手 均 1.855.35 1.838 1.∞9 
(注) 1. 平均はMt土を除いた22杭について行なったー
2. *は政府管掌健康保険ILPfrlr再のものであるu
なお.その他IC::人数から政官健保と思われ
るのはA社丙、丁工湖、 E社、 G~土乙、丙
工場である。
J. Mt.土の数字はlJミ鮪と思われる。参考までに、
月額Ic::直せば、 30，732円25および23，426人
κなる。
ω乙とであろうc というのは.健保組合をもっ企業の産
業・ !Q憧により危険度は異なり，従って保険料率も異は
る他に，健保組合が労務管理胞策であるとすれば，事業
主li多大の負1eをなさなければならないからである。
23の慣例のうち， 00健康保険組合と示されたらのは
その業種は不明てあるが， 会社名のものはおよそその
業憶が後定できるi5Jそれによれば，電気，欽工所， ヒー
ル.セメ ン卜(0社の乙.丙は政府管掌健康保険である
か)など危険度の高い重化学て業ではτU:!t主負担が大き
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第 2表事務質の負t~ (1¥:)27年 In永}
?
???
記 事
組合専任事務日 1:名にては事務処PIl
しきれず、関係者一向の事務激i幹L.
多忙を極め居れりu
1 :カ月約 100円程度，組合を{乍りお
らぎるため、事務費と会社一般経費
とを確然区別することは困難であるd
本年l月IBより 2月末日K要した
事務費は消耗i'1<用紙印刷費等)及
びi通信資計6円tc::過ぎす。向後、'f-
l1Jl4内50銭の見当である。
特に区別計算する程の負担なし.
Kチ事務員 l名 1カ月給料35円。
事務員の加給手当並事業主仮.IJ議員旅
費等 20円、事務消耗~ 20円。{fJ.
し.初年度κっき帳簿印刷等多微を
委したが、平月においては4-5同
であるら
D麦酒会社|負但は相当あるが、金書1Ul不明であ
乙工t易
l有工llJ
了て溺
8鎚b録保険組合
C鉄工I'JrK工場
る。
Eセメ ノト会社 lなし，
F健康保険組合 |はし。
Gセメ ント会社
甲工場 I105PJ 
乙工場I10円
丙工場|ボ伴
H健康保険組合|ない
!健康保険組合|特に事務員を履い入れすd 需要費等
の支lIJは 1月末まで187円05銭c
j 健康保険組合 |金額を負担する。似し、金額，;t正確
iζ禾だ算定し得す。
K健政保険組合 In額85円 {事務室.事務用防子卓子
|その他の什器貸与}
し健康保険組合 I142円83銭。
M 紡m会社|組合予算面の金額 22，325円 事業
主負担tζ属するもの 22.325円
社44，650円
N活版製i筆所 184円75銭
0健康保険組合 |全額組合の負担とし.事業主におい
|て支弁せず
P健康保険組合 I32阿10銭
Q船渠 U工場 |組合経費の軽減のため.工織の事務
室を組合と併用し、工t誌の・]J務員か
組合の事務を兼務するため、数字的
iζ記し縫いが、 l肖接間後IC相当の負
If!とはるは明日取である"
R会
( '31 
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く(Q船渠において予均の半分というのは例外的であろ
う)，紡績，t5版，時計など軽工業では負担も軽いと~， 
えよう。
ただ， ζのような負担が，噴いか，怪いかという事業
主の怠見はよくわからなし、。 r高いとか安いとかいう ζ
とは相対的O)tfaであって，;1{の対象を・要するのであ羽。
つまり，大企業は何らかの形で福利施設を講じていたで
あろうから.それとの比較で健保組合の負但の軽重が判
断されるものと恩わかる。そこで，工業倶楽部もそのよ
うな設聞を試みているが (ー のmのホ孔それは後ほど
改めてみることとする。
ロ，事務費の色f8.
終健康保険組合の事務費の負担状況についてみたのが
第 2表である。乙れによれば.日社.F組合， H組合お
よびO祉が明確に「なし」と答え.A祇丁工場が僅少だ
と答えている。 rなしJというのは， 0社が答えている
ように，'jt務1!lは全額健康保険組合が負担するので.事
業主は支弁しないというのであろう。
つぎに，健康保険組合の事務費を事業主において負担
する場合についてみると， その負但の程度はさまざまて
あるJ7)事業主の負担は.会社から!事務員を派遣し (人
件費は会社負担)，事務所，備671.什器を提供又は貸与
し，消耗品質などを会社併用する喝合が多<，乙のよう
な悶銭的費用をどう促えるかにもよるが，金額的'1::は
第3表健康保険事業収支決算術(その1 健康保険組合管掌健康保険附和元年度・ 2年度)
収 人 の 部 支 出 の 部
宇ト t:1 
|府和元年度 nN和 2年度
科 自
昭和 元年度 昭和 2年度
金額 (割合) 金額(割合) 金額(割合) 金額(常IJ合)
円 % 内 九 円 % 内 % 
健康保険収入 4.599.499 97.5 19.891，580 93.1 事務所費 165.780 4.2 629，390 34 
保険料 4，359，753 92.4 18.217，602 85.2 俸給及諸給 86，837 2.2 508.372 2.8 
同日L負間金 238，384 5.1 1，667，628 7.8 そ の {也 78.943 2.0 121.018 0.7 
徴収金 1.312 OJ) 6.359 。目 組合会 ti 18，247 0.5 22.509 0.1 
車且 d『1h 依 47，717 10 220，000 1.0 保険給付費 3.768.6槌 94.4 17，661.923 9!i.6 
寄 f.t 金 53，613 11 564，860 2，6 保健施設'(J 1，792 0.3 80，210 0.4 
そ の 他 17.952 0.4 199.496 1.0 そ v) 他 26.501 0，7 83.223 0.5 
繰 越 千住 451.011 2.1 
4，718，761 100 21，371.印7 100 H 3，991，008 100 18.477，255 100 
(注) 資料出所 『昭和元年度 ・2年度健康保険事業年報J185および403ページより作成するω
第4重量 健康保険事業収支決算額 (その2 政府管掌健康保険昭和元年度 ・2年度)
収 入 。〉 部 支 出 の 部
ギ十 目
昭和元年度 昭和 2年度
科 目
昭和元年度 昭和 2年度
金額 (割合) 金額(害IJ合) 金額 (割合) 金額〈割合)
円 可b 円 % 円 % 円 % 
健康保険収入 3，848.567 76.8 18.219，369 91.9 健康保険事業費 3.888.579 19.778.301 
保険料 3.495.997 76.8 18.2l ，859 91.8 4隼 給 10.599 28 548.663 2.8 
借入金 350.000 7.7 1Ji 務 費 -139，864 11.3 1.443目109 7.3 
総収 入 2.570 0.1 7.510 0.0 保険給付費 3，309.499 85.1 16，845.889 85.2 
国防負包金 700，935 15.4 1.615.000 81 保健施設資 27.309 0.7 194，678 1.0 
諸支出金 1，308 0.0 745.962 3.8 
4，549.502 ) 00 19，834，369 100 J十 3，朗8.579 100 19，778.962 100 
(注) 資料lJj所『昭和Je$度 ・2年度健康保険事業年報j 185および403ベージより作成するu
( 4 ) 
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10円前後のものが多いと言勺たところであろうか。た
ど.それも設立初年度で.多少平常年度よりは支出過剰
であったかも知れない。
なお，健康保険組合全体についてみると， 第3.&では，
H州]元伴度 (19271手J-3月)の「事務所'l!i:Jは16万5780
円(総支出の4.29ちを占めるJであって， 組合会費(閲
恨のためであろう) 1万8247円 f同0.5%)も含めてよ
し、かも知わなb、。これを i組合 1か月半助にならすと.
316組合として ，それぞれ， 174円87銭， 19円25銭とな
る。 昭和2年度も同 t平均で (337組合)155伺64銭.
5円57銭とな って，初年度にくらべて減少している。組
合会も多数開く必要もな くなり .質問は大~àÎに減少して
し、る。
たた.こ ζIC示された費用が，会社の!日Jj妾的な支出を
おそらくは含んでいないものと思われ，実際Kはさらに
大きい金額κなるものと思われる。乙の点に関して，政
府管掌健康保険ではそのような事業主負但 ・{妥助ははい
から，第4表にみるように，表面に現われてくる政官健
保の事務費は総合健保のそれより大きいことかわかる。
すなわち，俸給と事務費を合計した金額でみると，附F口
元年度で年間55万463円(Jか月半均で18万3448円)，r司
2年度で199万1772円 f向上J6万5981内)であって，乙
ul1被保険者数の進いを考慮Ic:::いれでも，政行健保の事
務授の方がはるかIC:::多客員を要しているとい「てよい。
も「と も，政管健保の場合守事務'flは直後』ζ事業主が
支出するわけではないので，それほど実感として事務費
負拘の重さを衡感する乙とは少なく，健保保険組合では
金額約に政官鎚保より少な くても， 事業主はその負担を
i1!<感じるのかも知れない。
しかし，それでもなお.従来から共済組合が存在して
しヴニ企業では， ζれに対する事務費は必要だったわけで
あるから.それとの比絞において，事務費負担の軽qfを
論じなければならないであろう。
へ賃金取官民による影響
健康保険制度は、 医療費支出に対する経済的負IB.を終
減し，収入の安定を図るという労働者のニーズを満すも
のでi(>.)ながら， -当初はむしろその新たな保険料負但IC
対して労働者から大きな不満が寄せられたのであった。
18) 
己の点は!出著第4章で詳細に検証じたように，労働
組合左派の日本労働組合評議会は， r保険料の資本家全
撤負!日」をスローガンとしていわゆる「健康保険スト ラ
イキ」 を激発したのであ ~tこ。他方，右派の日本労働総
同盟は，健康保険法そのものに全面的に反対はしなか勺
たが，労働者!ζ有利な現実的な改善を提起し，保険料負
mの実質的経械を求めたのである。
? ??
?
? ?
?
?
ζ れらの運動は，と くに~議会のものは直接的な成栄
をあげることはほとんどなかったが v 総同盟の場合には
ある程度要求を実現する乙とができ ，また実際IC保険料
負担軽減運動の成功例もいくつか知ることができるので
ある。
たす~ ，工業倶楽部の f実施の影響』調査では， W， 5去
にみるよう1<=.保険料負担軽減のために賃金を地税した
のはA社乙工湯とD社の 2OJをかぞえるにすぎない。
その.E'l!白はわからないが，健康保険組合において，す
でに事業主負氾のさIJ合を長くしていた乙とによるものと
思われるし，また ，_[業倶楽部加盟の係社では労資関係
が安定的であ「たためではないかとも思われるc
ニ，その他の負m
ζの問IC対する回答は， ~6:&にみるように. r /Jし」
第5表賃金培額によって生じる負担
会社名
A電気工業会社
申工場
乙工協
記 事
特になし。
保険料は折半のはずであるが、当社
はさらに被保険者負担分の20分の6
を補助支出する ζとと決定した。
丙工湯|保険料織給の意味κおいて特に賃金
その他の給与を地1mせる乙となL.
T工湯|なしu
8健康保険組合 |なし。
C鉄工所K工場 |なし。
D 変調会社|被保険者の負但を軽くするため、l
人当たり約2銭の特別弄給を行fょっ
たω
Eセメ ント会社 lはし，
F健康保険組合 |なしa
Gセメント会社
中工場 |なし。
乙工場!なしo
内工滋|なし Q
H健康保険組合|なし。
I健康保険組合l増加せす。
J健康保険組合 |増加せず。
K健康保険組合|なし。
L健康保険組合 lなし。
M 紡縮会社 l実路前と軍基なる所な しの
N活版製造所 Its.し。
0健康保険組合 |はし。
P健康保険組合 |なし回
Q船渠 U工場 !なし。
R舎 |回答記入はし3
( 5 ) 
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土するものが大多数を占めている。厄|答のめった'11で.
Mt乙，丙n易は，健康保険法の範闘をζえる業mj_の
傷病lC.tする扶助lζ閲して.その会批負慢についてのべ
るものであ勺て.それは低成保険法との関連性は小さい
ものとして，乙こで改めて取り上げる必要はなb、。 A社
J工場およびK組合のものは.事務tlζ関するものに分
領してよいであろう。またJ組合の回答は.健保組合財
・政iζ欠績が生じた湯合IC:関するもので， 保険料負担の項
目の補佐と考えればよいであろう。
従って.モの他の負但はほとんど皆無に等しいといっ
てよいのであって，健康保険法はその迎用に閲して細詳
な規定を用意するものがあ勺た乙とを側向から誕日月して
いる。
ホ.従来の企業内共済組合および扶助脱却lの給付費用
(会社負但分)との比較
すでに述べたようK，健康保険法の随行前後の倍近の
時期において，会社側が，とく Ic:qJ小規僕の事業主が妥
結した問題の主要なものの 1つに， 保険料など企業全体
の負担が地えはしないかという乙とをあげる乙とができ
る。19)
しかし.乙の積の事業は.すでに企業内共済組合や工
場法による扶助続日l同どKおいて実施されていたであろ
うから，それとの比鮫で.新しい健康保険制度による財
政的財旦の経引制われるせたというζ とになるの ζ
のような問題意識から，この調査羽目が設定されたもの
と恩われる。
きて，調査への回答は第7:&にまとめである。
それによると，新制度において負担が減少したとする
ものは， A社甲工湯.G社内工湯， M社.0組合の 4{9IJ 
のみである。 乙の内.A社町工場は t 比絞的大企業 (従
業員1，248人)であり.従米共済組合も存し，また健保
組合も新設されている。また， M紡紛も大企業であり.
問機の ζとがいえよう。 ζれらの企業では.従来の共済
組合の活動を通じて業務上の傷病はもちろん.業務外の
傷病lι対してもある程度の水準の給付を支給していたで
あろうから，企業の側もかなりの負但をすでに行なって
いたものと恩われる。その上lζ.健保組合とし、う公法人
に切り替えられ，若干の国庫負担などが与えられると，
位脱保険制度の下でかえって負担が減少する乙とも考え
られないわけではない。
また， 0社(セノント)丙工湯の場合は .ζれは小企
業 (87人.政管健保)の事例であり .ζの減少というの
は，おそらく業務上の災害iζ対する扶助額が，セメント
産業の特性から比較的高かったと忠われるが，新健保制
度(労災繍償を合'0)により， 負I旦が分散化されて，そ
( 6 ) 
第6表 その他の負担 (1927年 l月末l
会 社名 記 事
なし。
A電気工業会社
申工場
乙工場 公傷者の治療費の一部(主として歯
科医師に対し)、 移送費、看滋賀の
一部などは事業主の負但を余儀なく
されるものがあると恩われる。また、
越距離の応診料、 傷病扶助料、長期
傷者の扶助などは健保法実施後も当
然事業主の負但fC属す。乙れらの費
用は大体月額平均 150円位を要する
見込みである。
丙工場|工場法または当社扶助規目収よる扶
助にして健康保険法の焼定以外のも
のは健保法実施後といえども、会社
の負tf!H:属するのは当然のζとであ
るu 負担額は十日当の微11:のはるもの
と恕われるが、 ~IJ包後にこれらの負
担の実際の支出は来た見受けられ
ず。
丁工湯|用紙績の備え付けその他1:41同30銭
|支出する。
B健康保険組合 |なし。
C鉄i所K工場|なし。
D麦酒 会 礼 |なし。
Eセメ ノト会社 |なLu
F健燦保険組合 IfJ L 
Gセメント会む
甲工場 |なしν
乙工鳴 |なし。
丙工湯|なし
H健康保険組合 !なしu
I健康保険組合|なし。
J健康保険組合 |保険料率 1.5 %において不足を来た
|したる客員は事業主か負担すε
K健康保険組合 |設立費用を全部負担した外、組合会
会議費を幾分支出せりc
し健康保険組合 |なし。
M紡論会社 |なし。
N活版製造所 !なし。
O健康保険組合|なし。
P健康保険組合 |なし。
Q船渠 U工場 |差し当たり大したものなしの
R舎 |記入なし。
の結果従来よりかえって負担が減少したものと思われる。
問機のζ とは， 0組合(従業員は677人で比較的大企業
ではあるが)についてもあてはまると考えてよいであろ
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第 7表イ健康保険組合のtJ.JEtと企業内共済組合.1:織法鉄助規員IJによる負担の比較
会社・健保組合名
A屯気工業会社
中工場
乙工場
丙工湯
TL場
B健康保険組合
C鉄工所 K了場
D 麦酒会社
Eセメ ント会社
F健康保険組合
Gセメント会社
甲工場
乙エt是
丙て湯
H健康保険組合
I世Hll保険組合
J i述戚保険組合
K 健康保険組合
し健f51!保険組合
M 紡綴会社
N活版軍司造所
O健康保険組合
記
??
従業日白治協会及び扶助法規の負伺ーがJ15，300門
保険料の負担(1カ年予算)・……約 14，800円 lt115001'1 (月平均42円)の負担減少
大正15年中工場法線による鉄助に要した金額・ ， 5，131円65銭(1カ月平均427fll64銭j
共済会K関しては、健w保険法実施後も補助の変更をせす、事業主負担IC変化なし
よって、事業主の負fnJよiカ月 1，839円の地方日となる。
本年 1-2月中の実績と比較すると、同期間の扶助事敏(;t、公傷人口...2名 治療口数一
73臼 公傷休業(j • 1名 休業日数一21日であ吋て、これを従来の補助法織により扶助寸
ると、治療~"'51円 10銭 u 日70銭の割合) 休業扶助料…23円94銭 (賃令 1Pl90銭のも
の)とな「て、合計75内04銭の負担である。;然るIC、健康保険法による 2カ月分の会社民
但の保険料は433内48銭Kして、従来の負倒iζ対しがJ5.78僚にあたる，tiお、当所過去3
カ年に支出せる治療費及び扶助料の合.t3，006円12銭(I カ J~平均的問50銭) Iζ比鮫寸~1 
1王、健康保険法の1カ月平均の会社負但保険料216円74銭は、その26fi剖ζ当たる。
]カ月につき58円18銭の負但地になる。
従来負J旦分は 1;カ丹、下均172刊37銭のと乙ろ、現在負m額li327円31銭iとして、 A客員Ii.
154円94銭の僧加である。
健康保険法による負但金月額の780同IcMし‘従来の負但i立、共済会負出金月額の 135円
および扶助法制による日-IEl.金月額の 377 円の合計 512 円であって、希~I増加傾は 268 円と
なる。
健保組合設立iζ~jたりて推算する所11:よれは、年額約 5 万Plの増加となるー
従来の扶助'tilC.ttL、会社の負t日明JrI(;t約 1:男1I強とすザ
正U宜な統pr(まfよいか、健康保険法による負但ははるかに多い。
共済会の lカ月予均の負伺額の 1，342円10銭IC対し、健康保険法Kよる昭和2年 Ifl分の
会tltH旦保険料は 1.490 円仰銭である (k~ll カ月平均 149問99銭の地加)。
共済会の lカ灯、巨均の負但額の114円94銭IC:対して.t退院保険t去による昭和2年 IfJ分の
会社負担保険料は367円36銭である(差'iI 1カ刈平均252P142銭の土台加}
共済会の 1カ月平均の負J旦額の160円00銭に対して.健康保険法によるIlf!f02年 IfI分の
会社負但保険料は 116円 00銭である(Z::~11 カ月 'IL均44伺の減少)0
健康保険法実施後2カ月聞の支払L、保険給付費総額の2，444円34銭(1カH平均1，222円17
銭)，ζ対し、大lF15年中の工場法による扶助支払金客員は1.922円22銭、共済会より支払今
額L;t4，076円で、合汁5，998円22銭とな勺て、 lカ月手均499円85銭であるから.支払金
額で722円32銭の榊加となるa
はとんど地減なし
なし
従米共済会および扶助法胤による負但との比絞 (1R分l
従米の税定による客員 健保法実施後の額 比絞地減V~)
共済会IC:よる負担 721円 419円 d. 302円
扶助法規iζよる負jI} 792円 146円 ム646円
計 1 ，5 1~ 円 561 円· A948円
鍵雌保険による負j日 …ぃ 1.960円 1.960同
比較.IfJ減(6) 1，012 Pl 
約2倍の地加なりu
共済組合l時代の lカ年の事業主負担金は270.∞0円で、健康保険組合による負担予算敏IJ.
268，905円で、 A引負担増減ほとんどなし(1，凹5円ーlカ月‘ド均91円25銭の減少)
従来共済組合なし。
従米扶助規定の支払し、K比し、 1カ月約500円余負担を減したω
( 7 ) 
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会社・健保組合名
P健康保険組合
? 】???? 雪I
従来共済会ないし扶助線引に支払う業務上の傷病極めて稀なる故、本組合の保険料はほと
んど業ー務外傷病のみに費すものなれば、比較の要なし。
従米の共済会の費用は全部職工が負但し、事業主の負但は設立当初基金を縄出した外ICな
いn 扶助法規負担は、手当 5，442円80銭、治療費 8，025円04銭の計13.467円84銭で.
1カ月半均1.122円31銭とむるが、 乙れは平均職工数2.554人I(たいするものなので.現
在被保険者2.154人Ir.換算すれば、従来の負担は946円50銭 (大正15年度における平均 l
カ月分)となる。ζれに対し、新規のn拘は、保険料1カ月分(但し社員を除いて峨工分
のみ3の1.985円40銭および事務費その他負但見綴りの100円の合2十2.085円40銭である
から、結局 lカ月平崎で1，138円90銭 (120%)の負担増加となる‘
記入なし。
Q"}渠会社U工場
R 舎
つ。
つぎに.新1:1両制度においてほとんど負担K増減がな
いと答えたものは， 1組合 (3，447人)およびJ組合
(410人)の2例である。乙の2例は.企業規模I(絡差
が見られるが.当時としては，両組合ともに大企業lζ属
するといってよいであろう(業種は不明である)。した.
がって，この湯合は.前述したように。従来の制度ICお
いてかな灼の負問をすでになしていて.新制度によ司て
も負mの大きさに余1);}.を生ぜしめなかゥたものと考え
られる。
ζのようにみ~と ， 0..1:の6f土・工場と.回答のなか『
たN活版， p組合およびR舎のほかは，すはわち14社 ・
工湯において 健康保険法Kよ 4 て負但が噌1日したとい
うととになる。それは.健康保険法の随行直後の時期に
おいて，かなり多〈の企業が健康保険の保険料IC対して，
負担増加になりはしなし、かという不安感を鈎いていt=ζ
とを意味するものである。
しかし，負担の明加を訴えた14事例κつい.て.その負
ts_t曾加状況(額と率)を子細lこ瞭めてみると， ~8~告に
みるようIC，健康保険法による負担の噌加害目は，従来の
共済紛合 ・扶助規則による負氾鰍と同額程度(噌}J1l率で
100%程度)のものが多いという点である。
こζで， j哲加本の高い事例について検討すると.A社
乙工場で4309ぢと非常に大幅な増加を見せているが，そ
れは，従来の負担の0127阿64銭が.共涜組合がある1:も
かかわらず，いわゆる業務上の公傷病1:.対する給付・扶
助のみの金額であり，業務外の私傷病IC対する費用負担
を含めていないζとによるものである。業務外の質問を
業務上と同程度とすれば(たとえばK組合のようIC.. 
第7表参照)，従来の負担額はさらκ大き くなり，地加
率としては2倍 (200需の程度lC近づく乙とになる。
また， 2009彰の地加率を示すA社丙""[1易， G社乙工湯
についても.その規模からいゥて.従来の給付・扶助JK
第8表共済組合 ・扶助規則と健保組合における
負担の増加状況
会社 ・組合名 規僕 従来負担 新規負担 上位加率
A電気工業会社 人 問 円 可
乙工場 1.022 427.64 1，839 430.0 
丙工湯 169 83.50 216.74 259.6 
丁工湯 59 58.18 .4_." 
B健康保険組合 400 172.37 151¥.9<1 89.9 
C鉄工所K工湯 570 512 268 52.3 
D麦酒会社 4.928 ・ー・ー 4，166.67 ... 
Eセメ ント会社 236 . . -・・・ 約 10
F健康保険組合 405 -・ー・.ー 遥I(多し
Gセメント会社
甲工t長 858 1，342.09 149.99 11.2 
乙工場 208 114.94 252.42 219.6 
H健康保険組合 1.148 4拘.85 722.32 144.5 
K健康保険組合 1.323 948 1，012 106.8 
L健康保険組合 555 .，.，. -・・- 約200
Q船渠 U工樹 2，372 946.50 1，138.90 120.3 
準が必ずしも卜分なものとは考え緩く，また業務外の傷
病を対象としていた可能性は小さいと患われるから、結
局ある程度の水準を維持し，業務外の傷病を含めた健康
保険制度の下1[.おいて，新鋭の負飽は大きいものになら
ざるをえないと見る乙とができる。
婆するIC，乙れらの点は，他の企業についてもある程
度あてはま灯，従来の共済組合における給付・扶助が健
康保険法の予定する水準より低いとすれば，たとえ社会
保険の下で保険鳳JlI1を応用し，国庫負但を導入しでも.
その費用地大li遊げられず.保険料負担も従来の共済組
合のものより重くなるのは.当然、の結果でもあったとい
えよう。
従『て.時間の経過と共IC，健康保険の優良な給付IC
接するに占えんでー企業の側の保険料負担の増大lζ対する
(8 ) 
坂口ー資本家からんたlHli保険法他行の影響 -349 
ItlJ完感は緩和されてい「たのである。
たとえば.ちる中堅の紡認証会社の場合.({tQl保険制度;
!J; rすべり1してみると.経営 kとりたててマ イナスと
20) 
なるような点はどこtζも見いたされなかったj という
1"が聞かれるのである。その.I!I!由として.(1)長期欠勤 ・
紛郷{i(80-90名)の盤DP.， (2)保険料率を3.2'i>と政宵
健保より低くしたこと， 131t!米の業務上の傷病，死亡ド
対する扶助・給付が保険によって代行されたことなどそ
あげ， rζ うした結果.I湯七の負但は，予測したよう
な大さいものではないことが判明した」という。
そしてまt.-，{往路保険の給付の効巣も現われる4ζ投入
て。 単なるtt8fi1t切だけでなく.その便益との比較で負
担の録湿か巧ゆされるようにむ .，1こといえるのてある。
121 被保険者の生活費に及lます影響
1 ，彼保険.fi負担の保険料の吉氏率
鍵bIt保険法による箭?な保険料負担は労働者の生utt'l 
にとのようは影符をうえるか。乙のような問題怠滋から，
まず.保険料i1mを被保険者の~窃から促えu'j そうとす。p
第9<にみるように，納付保険料総額を事;!i土と被保
険-ltとに才・いてlt絞すると〔第 1~長参照のこと) ，事業
よut.Yの):jがぬく.被保険{yの負但は事業主良犯のほIJ'
下分である({Itし，1組合のみ4分の 1)。乙の点は，
鎚&It保険制l合であるから，労資の負也割合l;t， t庁千てな
く. 被保険者IC.経<~設計されている乙とそ示している。
また.保険料の被保険1J'~定収入iζ対する比中( J :カ刈宇
佐~)を凡ても，政n-健保の被保険者料率の 2 ~ (法定)
を下回るものは 12ftJであり.品]じく 2~ちは 6ftJてあり.
逆fC:2 ~島を紐えるものは 3 例Iζ過ぎなb 、。
このようにみると.比綬的大企業で設立される俄山保
険組合で1;1，被保険者IC対する保険料負担を，少往くと
も政管{也傑よりは事事減しようとする方策がとられていた
とい 3てよいであろう。
ロ，被保険相ι対する負但軽減策の実施状況
ここでは，被保険{1の保険料「負但に対し賃金1({自の
給うIC於て何等か代曾的方法を講ぜられたりや」という
聞なのであるが，保険料率の直篠的は引き Fげのほかに
界約などにより 克質的κ負但噌大に対してカパーする
「代笛的h法Jの実施有無をたずねるわ付てめる。
とcろか.ζの点は.すでに事業主負担のと乙ろで問
われ(本稿 1-(1)-ハ.お 5~参問) .その幸吉*'立第10
'ti.のようになる。手れによれば， 1直接賃金崎助をするも
のは3ftJにすきず，その他宅捜旅行貸そ補給するものが
1 {9tJあるのみである。
モt1.l;t，健保組合の場合，すてIC保険料率そのものを
(日)
第 9表被保険~保険料の負t.!!状。t (1927~下 I f1 ;td 
被保険者負但保険料
総 宮高 l 人当りて字句実収入比~，
八2電気工業会社 内 内 q目
叩工場 1.233.33¥11 1，00'1 1.7 
乙工場 1.20.713 1.195 2，0 
丙工i易 14.42 0，677 1.375 
了工場 5155'21 0.87 22 
8健康保険組合 325.89 0.815 24 
C鉄仁所Kム局 7ROOO l.25 171 
o tl.柄会社 13 
Eセメント会社 .ω 1.J6 約2
F健I.l保険組合 125 15附
Gセメント会社
720∞ 1.7 
乙工場 183.68 0.029415 1.3 
丙工t場 713.32 0.030岨l l日
H健~Il保険組合 1，028，60 0896 2銭 6f'!，161 
I位取保険組合 1，423.08 約 0.70 2 
j健康保険組合 0.603 1.5 
K健保保険組合 l加O.OU 147 2何1
L(i悠!泉保険組合 121 2銭の容IJ合
M 紡納会社 16.189.97.惜) 0.575帥) 2 
N活版製込所 0608 
0健殴I!t!・険組合 1 15位 1.92'91 
P低hl保険組合 0.55 1.6 
Q船祭 U工湯 0.94 .， 1 7ga~ 
R 4L4A ・
外 (}I lカ年予算を lカ月半均tζ倹算した。
(2) 標準報酬 I円につき2銭で計算したもの，実際
には被保険者は l円につき l銭4庖とし.Jl事買
は事業主の負担としたョ
(31 I;J.統計材料なしと答えたらの、 li記入のな
いζとを示すW
(41 原資料では15%.':なっているが. 1.5 %の.:u己
と恩われる
151 1人平均l日分与 1カ月28日就労として、それ
それO円868、0円823、 0円84に相当する。
(6) 標tVl報酬I:JIJi1円ICっき 2銭6厘
(7)但し、実収1日4円以上のものは 100分2以 F
に当たる。
(8) 総干巨額194，279円およひ l人l年平幼6円90を
1カ月に換算した。
(9) 実収 l入手均月60円位の記入をもとに.tJJした
UC4 (1人平均の)保険料負但は 1月2月ともに94
銭で、実収月額それぞれ48円56および56円40、
実収IC:対する率は 19~、 17%なので、 lカ
月当たりの平崎を計算した
-350- 社会福祉学
低くしたり負栂のおl合も被保険者le:軽くしてある ζとに
より.敢えて鼻給によるカバーという方策を屋上E量的に
乗せなか勺たものと思われる。
第10表保険料負担の実質的軽減策の実路状況
会社 ・組合名 歪己 事
A電気工業会社
甲工場|ない但し、従業員自治協会吟社
より毎年8.∞0円(協会主催の旅行
会費相当額の媛助として)寄付する。
乙工場|彼保険者負但の保険料の20分の6を
補助する。
丙工甥|講じたることなしu
丁工場 ! 被保険者の保険料率は 2~ちであるが、
l.Hちをこえる部分は全部事業主の
負担とした。
B健康保険組合 |はしョ
C鉄工所K工局 |講ぜず。
D 交酒 会社 I1人当り約2銭の特)JIJfl.給を行なっ
たむ
Eセメ ント会社|講ぜず3
F世~j，長保険組合|議ぜず司
Gセメント会社
叩工上易|なし.
乙工場
丙工場
H健康保険組合
I健康保険組合 |議ぜず。
]健康保険組合 |はし。
K健康保険組合 1むし。
L健康保険組合 |講せずa
M 紡績会社!なL"
N活版製造所 |講ぜず内
0健康保険組合 IfJ.し“強制l貯8i*を変更し、負mを
|軽くした“
P健康保険組合|謙せず3
Q船渠U工場|なし。
R 舎
ハ.被保険者の生活費に及ぼす影響
さて，以上のように，健康保険制度は労働者 ・被保険
者に対して 保険料という新たむ経済的負但を謀するこ
とになるか，それは彼らの生活費にどの程度の影響を与
える乙とにf正るであろうか。乙れを企業iζたずねるわけ
である。
第Il. 長にみるように.ほとんどすべての企業は その
影響がないか微小のものととらえている。 Q社だけがや
や問題を提起するが，報酬日額が割高に決定され.実収
(J 0) 
第1H安 保険料負但の被保険者d荘活費fC加者す影響税度
会社 ・組合名| 記 事
A電気工業会社|
申工場|従来より 1カ月 l人当り平均約43銭
宛負担ωi哲加であるが、生活伎には
ほとんど影響なき筏様である。
乙工場 |
丙工湯 |比較的軽微にして未だ苦痛不平の声
を聞かず。
f工場|顕著なる影響を及ほすものとも思わ
れず。
B健康保険組合|幾分の影響あるものと思料するも.
未だ具体的な説明をほす材料なしa
C鉄工所K.L湯 lほとんど影響なきが如しコ
D麦伺会社|実施後日浅く統計材料なし不明な
|り。
Eセメ Y 卜会社|影響は微弱なりと思わるるも、必お
|研究調査を要す。
F健康保険組合|さしたる影響なきものと認む。
Gセメント会社
用工場l不枠。
乙工場
丙工場
1健康保険組合
l健康保険組合|著しき影響を認めず。
J健康保険組合l'影響程度むし。
K健康保険組合|新たなる負担を生じたが.その負m
$冗よりi寄きに非ず。他)J.従来の
共済会資(日給額の100分の30Jを
半滅し、また傷病に対する支出も不
要となりたるを以て、生活費IC及ぼ
す影轡著しからさるものと認めらる
( 1月中の受診実績は425/ 1.323 
= 32.1郊の状況である)。
し健康保険組合|本組合は標準報酬日額比較的上級の
|者多きを以て大なる影轡なL.
M紡縮会社!共済組合時代よりも負担4%減少せ
|るため、影響絶無。
N活版製浩所|認めず。
0健康保険組合|強制貯畜率の変更により、実収1:'お
|いては略相速なきものと認.u.
P健康保険組合|ほとんど勾し。
Q船渠 U工場|切り詰めたる戦工生活ICおいて. I 
月2月の如き実収減少せる月(休日
多いため)には、保険料の負担(I 
カ年を通じ均一)がかなりの彰轡を
生活費Ic与えると縫測される。健保
法縮行前の従来の 1カ月当りの負担
は共梼会の50銭に対し、施行後は共
収n:資本家からみた健康保険法施行の影曾 -35]-
会社 ・組合名
Q船渠 U工局
(つづき)
R 舎
記 事
済会の30銭と保険料の90銭(報酬臼
額2円)の合計1円20銭となり、差
引70銭の負担増加とはる。乙 乙l亡、
報酬日額が割高に決定された者、休
日多く実収少なき者が苦情申しt.u，
それ以外の者は大した苦情なきょう
である。
入の低い者から苦情が健記されたにすきず，それ以外の
者は余り影響はなかったという程度のものである
ζのようγ，健康保険組合を設立した(中規模1-'11'.の)
企業としては.保険料率も政管健保よりも低〈設定した
り，あるいは負担割合を被保険者IC:軽くするなどの借置
により， 新たな保険料負担の地高も.従来の共済組合の
掛金などと比較しても 金書目的にそれほど大したもので
ないと考え， 乙乙から被保険者の生長十時にほとんど影響
を与える乙とはない.と考えていたといってよいである
つ。
131 被保険者の心理に及ぼす影響
それでは，以上にみたように.被保険者・労働者の経
済的nllJr筒に余り大きな7 イナス ・ファクターを付け加え
なかったとすれば，他方，彼らの心思的側I師IC:どのよう
な影響をうえ，また労働能率にどのような影響を与える
のであろ うか。ζの点に，工業倶楽部の設問は進んでい
くわけてある。乙の墳では.まず心照的側面からレヴュー
する。
イ，保険料』事業主会事自負担要求の運動(し、わゆる f健
保ストJ)の影響
乙の心.f!ll的1JlJ而への影響では.大きく 2つに分け，ま
ず労資関係の安定・労資協調主義への影響と.いま一つ
には労働者のモラルへの影響を観察しようとするのであ
るが，乙の2点についてそれぞれ2問づっ設問するので
ある。
乙こではまず.前者について考察をすすめるが，若干
設問の順序を変えて紹介していきたし、。 gて，評議会か
街導したいわゆる「健保ストJの支柱 fスローガン)の
lつで・ある， ζれも有名になっている「保険料会社会伺
負担Jの各企業に与えた影響がたずねられる。
その結果1;1.，第12表にみるように，全般的には大した
影響はなかっ十とい弓べきであろう。逆lζ.影響のあ っ
たと答えたものからみると.比較的影響を受けたという
のはO組合およびA社乙工場の2例のみである。特IC:0 
組合では.健保ストの嵐が吹き妓けたようでもある。し
(11 ) 
かし，それらの影響も一時的で回答当時IC:は鎮静化した
ようである。さらに，それほど大きくはない!とせよ，(<iJ
らかの惨事のあったととを自認しているのがC社 t I組
合， N祉の3例であり.またK来日合では著しい影響はな
かったと答えているが，それに続いてやや愛憎する感怨
が付け加えられている点、を考察すれば， K組合は微妙な
線上にあるといえよ う。また， Qf.t:の回答も，その解釈
いかんによ勺ては疑似的症状がないともし川、きれないか
も知れない。
ζ れに対Lて，明確に影響のなか「た乙とを示すのが
A社甲，内，了の3工場 t Di土， G~土EtJ，乙，内め 3エ
場， J組合， M社， P組合の10例を数えるロ乙れに，資
料な <r不明Jなどと答えたものを「平沼 ・無事」のこ
と放と解釈すると .E社， F社， L社の 3例もほとんど
影響を受ける乙とがなか「たと言勺てよいであろう。
とのように， 健保スト ・保険料全額会社負担の愛求闘
争が各企業・ 工局』ζ直J妾的影響をうえた乙とは少なかっ
たと言えるのである。
ロ.保険料労資折半主義の労資協調的精神への作与に
関する効果
健康保険法の保険料の「負担折半主義は統計的恨拠よ
21) 
りも寧ろi主観論lζ出すものと解すべきであるJ と述へ
たのは森荘三郎であるが，乙の点lζ関して，彼はさらに，
「労働者の傷病の救済fC対して労資其の費用を折半す6
乙とは協調的精仰の発露であるJ22)乙とを明らかにして
b、る。
ζの考え方，見Jjは健康保険法の版行期Kおいても有
効だと考えられるが，ζの点を工業倶楽部は符牒認しよ
うとするのであろう。
認を結栄は第13表』ζ示したとおりであるが，効果があっ
たとするものは， A社甲工場(前段で「特になしJとあ
るが.後段で効果を認めている)および乙.丙工上島.B
総合， C社 (意味不明のと乙ろもあるが)，五U:の5f?1J 
4ζすさず.むしろ少数派であ名。乙れに対して，余り効
果のなかったとするものはD社， G社甲，乙，丙工場，
l総合， J組合， K組合， N社，0組合，p組合， Q社
の1例であり.多数派というべきであろう。やや，判断
IC閤るのはM1i工場とM社である。 事業主負t!1の憎額
を評価するA社7工場であるが， ζの点で折半主義そ消
修的にみるのかどうか。 また.M社も従来と異ならない
というのを前向きにとらえるか.大して効果がないととら
えるのか。しかし，共祷組合をう7資調手段とすれば，輸
極的な評価ととれない乙とはない。
なお，資料なく判断できないとするものがE社，F組
合の2例あり，また回答のないものはH組合， R舎の 2
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第12表 保険料事業主全額負担妥求運動の影響
会社 ・組合名
A電気工業会社
申仁渇
乙工場
丙工湯
T工場
B健康保険組合
C鉄工所K工場
。麦酒会社
Eセメント会社
F健康保険組合
Gセメント会社
(1927年1月末)
記 事
特ICなし.
施行当時相当影響ありしも、日を経
るIC従い漸次減退しつつあり。
未た反容なし。
認めすF
去る宣伝者なし。多少労働問題の書
物など見る者らし、るか、ごく少数lと
して別段の影響を認めずu
一部被保険者の中には労資折半主義
K反対し、資本家の全額負担を高唱
する者あれとも、 一般の世論たるに
あらずa
なし。
未だ充分なる調査資料を有せす、
実施後日浅くして不明
旬、乙、丙工場 |認むる程の影響f.;しn
H健康保険組合|
!健康保険組合 i保険料の負担割合はどの点に多少の
影響あり。
J健康保険総合 |はし。
K健康保険組合 1:本組合には目下の処著しき影響はな
いようであるが、一般に甚たしく悪
影響を及ばす探れありと認む。その
筋においても、ζの稜の宣伝ICは伺
当の対策の繊ぜられん乙とを切望す乙
し健康保険組合|本件は白下調在不能に付き未知の問
1)語l乙属す。
M 紡績会社 l絶慨。
N活版製造所|一部の宣伝が実路前僅少の動揺を与
えたるも、実b'!!i後何等影響なし。
0健康保険組合|保険料事業主全額負担主義により当
工湯はスト ライキを発生せる伎にし
て、一般心空軍Ic:ζの宣伝は相当影響
を及ぼせると見える，i旦し、その程
度は、理論的にあらすして.時1ζ然
tlli主主だ筋合よしと希望する程度の
ものなりa とれに:t1L、当社はその
不当なるζ とを徹底させたので、級
車絡別の心配もあらざるべしc
P健康保険組合!なし。
Q船祭 U工場 1i直篠懇宣伝に乗せ‘らるるととはない
ただ、乙れを問題視する他工場の思
想が感染的に当工場κ侵入し、幾分
共鳴を与えたようである。
R 会
(12) 
第133安 保険料労資折半主義の労資協調精神への影縛
-効果
会社 ・組合名
A'1H気工業会社
~j3工湯
乙エ腸
丙工場
丁工場
B健康保険組合
記 事
特になし。益々当所特有の労資協調
的精神を強めたり。
病者lζ対し与えたものを負傷者にお
いて差し引きし、結局従前と余り奨
なりなき感を持ったようである 4
概ね労資折半主義を適当と認め、乙
れによりて協調的精神の作与を期待
できると信すo
労資折半主表ICよらず、事業主の負
担を幾分地加せるを以て好感を与え
たようであるα
労資協調については常に唱導してい
るためか、目下のとζろ不平を聞か
ず。
C鉄工所K工場|療養の給付または傷病手当金の給与
K関し、彼保険者選出議員か公正の
立場ICおいて批判する乙ととt，た
とと。
D麦酒会社 1~IJ段著明なる乙とはし。
Eセメント会社1.未だ充分な調査資料を有せず〉
F健康保険組合 |実施後日浅くして不明。
Gセメント会社
用、乙、丙工湯 1，忍むる程の影響なしも
H健康保険組合|
I健康保険組合|効果著しからず。
J 健康保険組合 |実絶後円度〈顕著なる効泉を認めず。
K健康保険組合|幾 |二の効果を期待しうるか目下の処
疑問はり。
L健康保険組合|本件は目下調査不能IC付き未知の問
題lC腐す。
M紡績会社|共済組合時代と実において異ならざ
れば、前後における変わりなしc
N活版製造所 |効繋も影響もはし。
0健康保険組合|保険の観念が禾た徹底せず.かつ実
施後日浅く余りその恩恵、を認められ
ず、相当時日を経過しなければ.そ
の辺の事情不明にて、結局公傷の場
合IC従来事業主の負担なりしを幾分
Kても負担させられるという点に解
けさる不平があるようである。
P健威保険組合 !なしe
Q船渓 U工織|去nて反対の結果を招き、争議の題目
となれる感あり。
R 会
阪口 :資本家からみた健康保険法施行の影響 -353-
例てあるが，特tζ記す乙ともないのであろう。
ともあれ，多くの企業は労資折半主設をして労資協調
的精1$の餓成に余り効果のなきものと促えていることに
なるのであろう。
ただ.乙の設問の也旨は今一つよ 〈わからないとこ乃
がある。つまり.折半主義の効果かむいとすれば，さら
に事業主の口組をifくするのか，あるいは軽くするのか，
とちらに進むのであろうか。あるいは.健康保険法を私
傷病のみ限定して.労資の負但書IJ合を2 1にする ζ と
を主張するのであろうか。
へ被保険者のモラ Jレに対する彩W
乙乙で問題にされるのは.傷病手当金iζついてであるロ
健康保険法は.一般労働者にと 勺て.仮差の給付はもち
ろんの乙とであるが，それ以 kに，私傷病に~lする傷病
予当金の新設は大きな改善であったとい勺てよい。共済
組合のない中小企業労働者はいうに及ばず.共演総合を
もっ大企業労働者においても.給付水準が賃金の60%と
給付期間が180口というのは，それそ1越す共済総合かあ『
たとしても，それはごく少数の例外t:....，たからてある。
そ乙で‘企業が変厳するのは.仮病というf1I縦的行為
の前lι ，従来熊盟をして働いていた傷合でも，傷病手込~
fをによりその';d.)Jか薄すれ.遊惰の気庖lを助長しなb、か
という消傾的主主閉そを危mしたのであ「たw
しかし.乙の点については， m14表にみるように，少
むくとも施行後Iかけ経過の時点でl:t， それほど太さな
7 イナス面(;1見受けられない。ややその傾向が見られる
というのは， N社， 0組合， Q社てあ灼， C社も含めよ
うとすれば含めてよいかも知れ江い。乙れに対して.回
答を保倒した 6例(巳争1:，F組合， 1組合， K組合， L 
組合， R合)を除いた13例が影響なしと答えている。
ただ.この点は後述のt.k~査や.後日の工業倶楽部の意
見と大きく異はるのであるが，それは。周倉時点の繍速に
よるものといってよく， 崎行後 1カ月の時点では，また
被保険者において制度の理解が充分でなく.その手1mも
限られていたと見るべきであろう。
ニ.(反病による傷病手当金の非取 ・争議資金への訟
用
この場合li，積極的悪用である。しかし， ζの時点に
おける凋奇でlí ，第15表にみるように，位~にその事~
が街衡されたものは H列もない。多少ζの点iζ危倶を示
したのは， A社乙，内工よ号， 0組合， Q社の4例にすぎ
ず.ζの時点では.以外iζも.楽観的である。
というのは，もう少し後の時期になると.ζの点IC関
して， r仮病による休業の増加，休業手当による罷業資
[>23) 金の充用等の保険法懇問。岡 Jが常磐炭坑地方の資本家
第14表 被保険者のモラル(滋惰の気風)への影縛
U927'rf. I月末)
会社 ・組合名
??? ??
A'，.!1気工業会社
11 [場|特にはし。
乙王将~ I無きものと認む。
丙工騒 |与し。
丁て場|今日まで受給者はl人もなきを以て、
遊惜の気風を助長する悪風は今日の
処寸篭も認めす。
B健康保険組合 |認めず"
C鉄工所K工樹 |別によ宮、められないが、会社の公休日
ICも支給する結巣、その前日におい
て動もすれは出動せざるl旬きがある
上うである。
D 麦酒会社|なし。
Eセメント会社|未だ充分な淵f'i資料を有せず4
F健康保険組合 |実飽後日浅くして不明。
Gセメント会社
閉、乙.1苅工場 I ~君、むる程の影響な し
H健康保険組合|
[健康保険組合|然、り思えずー
J健康保険組合!ない
K健康保険組合 |保険給付実施後日浅くして本件の如
き記述の材料iζ乏しp
し健康保険組合 |本件は目下調査不能i乙(・「き未知の閥
足lilζ!泌す。
M 紡総会付|助長の嫌なし。却って緊張せしこと
はl月度の傷病本館少により察する
ことができる。
N活版創造所|二三人遊惰になりたる者あれとら.
係員より訓戒せし処‘その後退ft告の
僚子を見受けず。
0健康保険組合|多少その辺の疑いなきに非るも、特
IIr.取り立ててきう程のζとなし"
P健康保険組合|はし。
Q船渠U工湯|独身若IC:して家族扶養の責任薄き者
にありでは幾分乙の嫌いあるべしと
推測されるか、日下の処事実IC，a、め
らるる慢の昨frし。
R 会
を中心として f宣伝jされ， r資本家社会iζ大なる『ショ
24) 
ック』を与えた Jからである。
しかし， ζの「管減炭坑における休業手当の綾業資金
充当説Jも，Ifi洋経済新報の記者の調査によれば，その
事実.は印:tJ!.されないという。すなわち，労働者側は全く
合認、し，社会防も，事実fごとしても坑主仮IJはあま内IC誇
(13 ) 
一354- 社会福祉学
娠にすぎるという意見を示しているという。
さらにーその他の地方の争議についても ，r健保法案
胞以来全国IC労働争議の関われたものけだし無数…・・・し
かるに争議に関する健保法悪用の事実，少くとも，その
主張は記者募riflfCして磐城争議の当時まで之を聞かなかっ
た25)Jとし、う匂
もし，乙れが正しいとすれば，工業倶楽部の ζの時期
の調資も， ζの羽K関して正しい傾向を示していると言う
てよいと思われる。
したがって，仮病はともかくとして電傷病手当金の争
議資金への充当は皆無といってよ く.も しあ「たとして
も， Qt.土の言うごとくそれは個人的な行為であろう。
第15表 健康保険制度の悪用(仮病 ・傷病手当金の
争議資金への流用)実態
会t士・組合名
A電気工業会社
用工場
乙工場
丙工場
記 事
特iとなし岨
他社においては実例ありと聞く。当
百万は未t:'乙れを認めざるも、争議の
起ζれる場合の如きは多少生ずべき
ものと考う u
被保険者が保険医と結託する場合IC
l立、かかる弊なきを保せず。
丁工湯|今日までない
B健康保険組合 |右様の欠勤者なし。
C鉄工所K工場 1:全然ζれない
D 麦酒会社|はし。
Eセメント会社|未だ充分な調査資料を有せずo
F健康保険組合 |実施後日浅くして不明r
Gセメン卜会社
町、丙工場 |認むる御影響なし。
H健康保険組合
1健康保険組合|認めず。
J健康保険組合|全然認めず。
K健康保険組合|未だその弊なきが如LQ
L健康保険組合|本件は目下調査不能に付き未知の問
題』ι属す。
M 紡縮会社 |なし Q
N 1舌版製造所!なし。
0健康保険組合|乙の弊は当然起り得るものと認むc
Il!.し、目下は、その如き状況なし。
P健康保険組合!なし。
Q船渠 U工場 1ζれはあると推測されるが、その収
得は自己の私腹を肥やすに供し‘乙
れを争議資金K悪用するが如きは、
当工場の現状において想像せられず、
R 舎
(14) 
(4) 労働能率に及ぼす影響
健康保険法の労働能率に対する影響として，早々から
その積極的側面および消極的側面の前笛において論議が
なされてきた。政府当局は，当初，健康保険法案要縦案
26) 
の趣旨説明の段階 では積極的側面を強調して.健康保険
の目的とするとζ ろを，労働能率の憎進.労資の3JE離の
防止，産業の健全なる発展の3点ICあるとしてきた。
と乙ろが，国会の審議の段階になると.諸方から批判
がなされたのであろう，消極的側面iζ対する言及が見ら
れ，すなわち「本法において危険に思わるることは，ζ
の法律案が通過せられますと.仮病そ使って救済を求む
る者が生じはせぬか，すなれら乙の法律案が怠業奨励に
なりはしまいかということを一利1の人が危倶しておるの
27) であります 」と述べ，その対応策について弁解そ行勺
ているのを見るのである。
ζのようκ，労働能率lζ対する消滅的影響は早くから
問題にされ，さ らに健康保険法が随行された後ICな「て
も，たとえばて業倶楽部によって， r傷病者と称する者
患1J憎し，之が為工場及鉱山It:於ける作業能率著しく低下
28) せる Jと叫弾されるほどである。
そζ で。工業倶楽部は労働能率IC対する影響を実態的
に把握しようとする。
イ、就業率に対する影響
て業倶楽部は労働能率への影縛を.欠勤率または就業
率において捉えようとする。乙の点、について.第16表に
よれば，ほとんどすべての企業で影響はなかったという
ζとになる。ただ， F租合のみ一時的に多少の影轡があっ
たというが，それも間もなく通常に戻灼つつある という。
欠勤・就業率は多分IC季節性が見てとれるが。 Q祉，
R舎の統計をみて明らかなように，ほとんど影響は感じ
られなし」
ロ，傷病率lζ対する影響
以上のように.健康保険によっても欠勤の増加が認、め
られないとすれば，では欠勤に至らない程度の傷病はど
うであ ったかが問題lとなる。
と乙ろで，ζ 乙で問題医されるのは.受診率という ζと
であろう。健康保険法によって傷病そのものが噌えると
いう ζ とはありえないから.受診 ・受療がどの程度i替え
たかという点、が問題1:なる e
さて.ζの点Kついて.工業倶楽部は(ロ)傷病率に
及lませし影響， (ハ)公傷放私傷率の実施前との比較の
2つの設問をおいている。 しかし.それそ‘れの設問の趣
旨の相違は余り明確ではないので.ζ 乙ではー活してレ
ヴューする。
第17表および第18表からいえることは.公傷による受
原r1:資本家からみた健康保険法施行の影響 -355 -
第16表 欠勤率、就業率等への影響 (1927年Jn末)
会社 ・組合名
A電気工業会社
甲工湯
乙工場
丙工場
γ工場
B健康保険組合
C鉄工所K工場
D麦酒会社
Eセメント会社
F健康保険組合
Gセメント会社
甲、乙、丙工場
H健康保険組合
I健康保険組合
J健康保険組合
K健康保険組合
L健康保険組合
M 紡縮会社
N 活版製造所
O健康保険組合
P健康保険組合
~ê'. 
?
目下の処影響なしわ
ほとんど認めず。
実施後2カ月間の当所平均欠勤率の3.4銘は実路自ij1カ年間の4.2B勿よりもやや減少してい
るか、実施前2カ月間の2.215ちよりは増加しているa
影響なし。
欠勤 L就業)率実施前 2.2 (97.8) %現在 1.9 (98.1 )労
実施後日浅く判定し縫い
不明α
未だ充分な調査資料を有せず。
不明白
禾詳
むし。
なし。
著しき変化むし。
日浅く統計を得ること閑殺なり
なし。
影響なし。
認めず。
胞行即時多少の彰容を認めたるも、 漸を追って7吉態IC従しつつあり、欠勤就業率影響なし
Q船1長会社U工場 (出動率〕
I月 2月 3 Jl 4月 5月 6刀 7月 8月 9月 10 H 1 月 12月|平均
192fi年 91.8 92.9 931 92.9 92.9 93.7 92.4 90.4 89.7 93.1 94.2 94.8 I 92.7 
1927 93.4 93.5 
R 舎(出動率)
1月 2月 3月 4月 5月 6η 7月 8月 9月 10月 1月 12月 平問
95.6 95.9 95.3 95.9 96.2 95.9 93.6 94.5 96.2 97.0 97.1 95.7 
1927 I 95.1 96.1 
診は余り大きな変化はなかったが，私傷病による受診に (51 その後の調査一一ー 健康保険組合における傷病および
i勃加を見たと答えたものがやや目立つということであろ 休業数の実情調査 (全国139組合)
う。 とζ ろが 以上でみたように，比較的経微な影響にも
それは，特lζ，経微な疾患や慢性的疾患による受診が かかわらず.工業倶楽部が社会局の諸問 (6月15臼)に
増加したのてあるが，その乙とによ って欠勤するという 対してなした答[1および怠見 (7月15円)では，かな り
こともなく，労働絵本に影響を及lます乙とは少なか「た 深刻な影響を受けつつある ζとを強調している。 すなわ
といえよう。乙の乙とは，短期，軽症の傷病を対象と し ち 「健康保険法に隠する意見」の冒頭で次のようにの
た健康保険制度が正常に機能しつつあるζ とを示すもの べている。
29) 
であるJしかし，その乙とは，ともかく，少なくともこ 「健康保険法は其の胞行後漸く半歳に過ぎざるに阜く
の時期においては，余業 ・工湯は始動したl直後の健康保 も余弊工局設鉱山1ζ於ける作業能率著し く低下せるの
険制度iζ対して深刻な.矛盾や弊害を感じていなかゥfこ乙 みならず・ 加之療養の増加は延て経質の膨娠を来し，
とになる。 保険者の財政安定を脅かされんと しつつあるは，淘IC深
( 15) 
-356一 社会福 ~JL 学
第m長 傷病認¥1乙対する影響 (1927年1月末) 第18表 公傷および私傷事の健康保険法実施前後の比較
会社・組合名
A電気工業会社
!fI工濁
乙エ湯
丙工場
丁工場
B健康保険組合
C鉄工所K工場
D麦酒会社
Eセメント会社
F健康保険組合
Gセメン卜会社
記 事
目下の処彫靭なし。
受診者数は地加したが.それは緩め
て軽微の傷病蓄が受診した乙とに因
る。乙の傾向が将来傷病者の数を減
ずるに至るべきと想像するが、 未だ
具体的に表示しうるに至らずω
不詳
影響なしむ
傷病率 実施前 3.8%現在
5.7句
容易に受診できる結巣、疾病のため
受診者は著しく土制目したが、大部分
li終業後iC受診するを以て、労働能
率lζ影響せず。
不明。
未だ充分な調査資料を有せずa
不明ゐ
甲、乙、丙工場|未詳。
H健康保険組合
1健康保険組合!なし。
j健康保険組合|なし。
K健康保険組合|従来慢性的として放置された歯科、
耳鼻科、婦人科等の疾患を健保給付
により治療したきは多少i曽加したよ
うであるが.それ以外、実施の結果
傷病率1:特に影響を&1まLたζとを
認めす。
し健康保健組合|日浅く統計を得るととは閤維なり。
M 紡績会社I1月度のみの成績より推せば、昨年
同月よりも好成績を呈す。
N活版製造所|影響なし回
0健康保険組合|傷病率は私病IC:相当の地加を認むa
P健康保険組合|なし。
Q船渠 U工場|歯科、耳鼻科、花柳病等の慢性疾滋
を訴える患者は多少続出する傾向は
あるが、録制iζ予期した程の患者lよ
発生せず。
R 会
30) 
憂に縫えぎる所な打。」
乙のような観察や意見の相違はどζから出てきたので
あろうか。それは.調査時点の問題にかかわっていたと
考えてよいであろう。つまり.他行当初の ]-2月段階
では.I皮保険者をはじめとする関係者にとまどいが見ら
(16) 
会社・組合名
A電気工業会社
甲工湯
乙工場
丙て場
記 事
私傷 公傷
者数者数
実施前(192(i年1月) :m人 40入
実施後U927年1月) 256人 35人
変化を認めす。
公傷者li、実施後2カ月間の 1;カJ
手均で、被保険者 169名中 l名(治
療日数36.5日)に過ぎないのに対し
て、実施前1カ年平均では4名(64.25
日)、 実施前2カ月間の1カ月平均
では4.5名 (74口1で、いすれIL対
しでも減少している。私傷準は、統
計すよく的確な判断は困難であるか、
多少の地加を見たζ とは怨像に幾〈
ない。
丁工場 1;未だ比較すべき数字を1~ず。
B健康保険組合|公傷率 実胞前 1.8 % 
実施後 ).0 % 
私傷2事 実施前 2.0%
実施後 4.7 % 
C鉄L所K工湯|実施後日浅くして比較し縫い仇公
傷1:比し私傷病が予想以tlC:多レ乙
とを発見する。
D 51:.沼会社|不明。
Eセメント会社|未だ充分な調査資料を有せず a
F促綴保険組合|不明。
Gセメント会社
甲、乙、丙工場|未詳
H健康保険組合
l 健康保険組合|実結前と変わりなし。
j健康保険組合|実施前とほとんど同一。
K健康保険組合|著しき地減なし。
L健康保険組合|日浅く統計を得る ζと悶畿なり。
M 紡績会社1:未1二A5tな統計を収集しえず、乙れ
を論じ熊しゅ色、概して公傷減少の傾
向を認む。
N活版製造所 |影響なし。
0随康保険組合|公傷は従前の通り、私病は相当地加
したが、一二カ月の統計にては真相
を認め難し。
P健康保険組合 |比較する程のものなしe
Q船爆 U工場|公傷援に私病のうち、休業を要する
患者1[.ついては特記する位の地加を
来さぢるも、休業を要せざる私病患
者、特lζ慢性疾患の治療を乞うもの
多少地加せりと認む。
R 舎
担fロ‘資本家からみた健康保険法権行の影響 -357-
れ，徐々IC影響が出はじめるにすぎなかったが，やがて
急速にはずみがついたかのように.cの効果が現われ.
問題は深刻化してい「たのである。
モ乙で，以下.やや後の1時期の工業倶楽部の調査IC.よ【
て，健康保険法の「深刻な影響J を~跡する乙とにしよ
ヲ。
本節のはじめの方l己記したように‘工業倶楽部は， 1927 
年の 5月下旬頃IC，倶楽部労働問題調査委員会の参考1[.
資するために，全国約300の健康保険組合に対 して，健
康保険法脳行前後の時期における傷病および休業数の実
情を調査すべく.調査票を発送している。
乙の調査結果(報告)そのものの f現物」を筆者は入
手しえないが τ 乙れを紹介した論文~l)fJ どで部分的川E
認できるので.それを「孫引きJ的に利用 レながら.若
干の考祭を行ないたい。
乙の「調査Jは，健康保険法の作業能率lζ対寸る影響
iζ注目して，被保険者の傷病率と休業率の動向について
直接的な氾握を試みよう とするが.その際.業務上と業
務外，さらに刀号と鉱山に分けて結果をまとめている。
さて，第19表は工場に関するものである。まず，傷病率
(被保険者 l人当り平淘傷病件数)について?健康保
第19表工犠における傷病率、休業率の増加状況
1926-1927年(1 -5月)
傷 病 塁手
休業率
業務上 業務外
1926年 1927年 1926年 1927年 1926年 1927年
割 E開{ 軍可 11 蚤惜 I~ 
1 }ヲ u.l6 0.18 2.45 2.68 0.23 0.20 
2丹 0.1 7 0.20 2.58 3.35 0.25 0.27 
3月 0.18 0.21 2.54 319 0.24 0.29 
4月 0.17 0.21 2.58 3.20 0.26 0.28 
5月 0.16 0.19 2.80 3.33 0.24 0.30 
平均 0.168 0.198 2.59 3.15 0.244 0.268 
(1)傷病率は各月末被保険者総数に対する傷病件数の
割合である。
(2) 休業率は各月出稼総延日数と休業臼数との合計K
対する休業延日数の割合である。
(3) 調査組合数は、 1926年 1-4月.52組合同年5
月…51組合 27年1-4月一81組合同5月・ 69
組合。
(4)平均は各月の単純平均1<:よって求めたu
!資料| 日本工業ク ラプ「工場及鉱山における健康保
険法実施前後の傷病及び休業調査J(全国 139
組合)。
I tl所l 協調会調査諜 l健康保険法改正意見絹録」
『社会政策時報J1927年9月1号 72 3ベー ヅ。
(17) 
険法胞行後5カ月聞を前年同期のものと比較すれば，
業務上のもので0.OI68f'Fか ら0.0198件へとO.∞3f4
(単位はたとえば0.168割とはっているので小数K直し
て0.0168などと表現した)の地加が指摘されている。つ
まり.被保険者100人に対して0.3件地加したという ζ
とになろう。乙札に対して.業務外のものの地加はそれ
よ灼も多く .0.056件の地加となっている。とれをt皆川l
t時!1ζ筒すと，業務上で17.9第.業務外で21.6%となる。
なお， t曽高の時期は.いずれも2月以降において顕著と
IJ.寸ている。
つぎに，その結果としての休業率をみると .乙ζでは
業務上と業務外の区別はなされていないが，全体 (平均j
で， 2，44%から2.68%へと0.24必の増加が報告されてい
る。 ι の数値は ，たとえば第16表の浦賀船渠 (Q~U や
精工会(R会)のものと比較すると.むしろ低くなって
いる e
第20表は鉱山ICついてである。 鉱山の傷病率は，工島
のそれと比較すると10倍以上の高さであるが， 箱行前後
の地IJn状況については.業務上iζ困るものはかえって減
少さえしているa しかし， 業務外のものは1927年2月か
ら急地して，前年同期のほぼ2倍以上の地加率となって
いる。
第20表鉱山における傷病率、休業率の地加状況
1926-1 927~ (1 -5月J
イ努 病 率
休業 率
業務上 業務外
1926年 1927年 1926年 1927年 1926年 1927年
割 割 !ll 割 割 制
1月 1.92 164 1.62 2.27 0.64 0，78 
2月 3，03 2.51 2.58 5.09 0，65 1.07 
3月 2.96 2.58 2.67 5，82 0.62 1.08 
4月 3.39 2，75 2.80 6.12 0.65 1.14 
5月 3.58 3.31 2.80 6.77 0.67 1.22 
平均 2.98 2.56 2.49 5.21 0.64 1.06 
(1)傷病率および休業率は第19表lζ同じ。
(2)調査組合数は、 1926年 1-4月…28組合同年5
月，'.26組合 271手1-4月…31組合 同5月'25
組合。
(3) 平均は各月の単純平均でるる。
{資料出所j 第19表1:同じ乞
その結果，例議事も1927年の2月以降において急減し.
胞行前K6%台であったものが胞行後1:ft 109ぢを乙えて
しまう。それは.所定労働臼の10%を煩う乙とを意味す
るが，第2J表で被保険者]人当りの休業日数と してみる
-358- 社会信祉学
第21表 被保険者l人当り休業日数 (1926-27"手)
工 場 鉱 lU 
1926年 1927年 1926年 1927年
日 日 目 目
l人 1tJ)-jの
平均休業日数 0.61 0.65 136 2.24 
i年間推定
7.33 7.80 休業 日数 16.32 26.88 
(1 1カ月平向は各年 1-4月の平均値である。
(21 年間推定は1カ月平均休業日数を12倍した。
とl月当り平均で2.24日の休業となり.通年化すると27
U弱の年間休業にもなるわけである。 工湯の湯合のf下|刈
8 日~~j ，c くらべると.その 3倍以上もあるとい う ζとは .
やはり鉱山においても問題のある状況なのであろう。
ζのようは工場および鉱山の休業率の地加は，第22表
にみるように，その傷病の業務上 ・外の事由別のウエイ
トから判断して.多くの場合，業務外の傷病lζ原凶があ
るといってよいであろう。工場の場合，傷病事自の業務
tと業務外の害1合は.他行前後の時期において全く変『
ていないが〈絶対数は双方地加している)，それに対応
して.休業岩手もそれほど大きな矧加をみせていない。つ
まり， 94%の比重をもっ業務外傷病率の増加率は20%~早
度であ勺fこが.休業率の地加率は10%程度にとどま って
いるのである。
とζ ろが，鉱山の湯合，従来.業務上の傷病と業務外
のそれとが54:46とほぼ半々であ寸たものが，随行後は
1 : 2と業務外の傷病のウエイトが高まっている。その
結果.休業率もまた66必のJ制日率を示すK至るのである。
乙のようにみると『鉱山において， 健康保険法の影平年
が大きく現われたといってよいであろう。
乙の点、に関し.社会局は業種・産業別IC178工場 ・鉱
山の欠勤回数およひ欠勤率を調査している。乙乙で.第
23表Kおいて，欠勤率のうち傷病によるものの~JJ(]準
(健康保険法施行前後の比較)についてみると，工場に
関しては.欠勤率そのものの高さに余り大きなA災はな
く， 192日年 (1- 5 月)において2.85~ぢ程度の近く で集
中していたが， 1927年には3.77%へと0.9%ほど僧加 し
ている(業種によるバラツキ1;1:小さく，段低は雑工業の
2.3銘で a最高は機械及器具工業の4.8%)。
ζれK対して.鉱山では，欠動車の水準そのものが高
く，そして地}J(]f3ではとく に石炭鉱業で3.8%(7.9% 
→J 1.7$杉)と高くな勺ている。また， 第23表IC[刻するか
さり.金属鉱業およひ右炭鉱業の傷病ICよる欠勤日敬 (
1927年1-5月で約131万日)は，金工場および鉱山のそ
れ(約239万臼)と比絞して.54.9%を占めており.鉱
山における欠勤日数の地加は大きな問題でもあ っただろ
つ。
鉱山労働者ば.政管健保より組合健保κ多くカパーさ
れていた32)が.健康保険組合の彼保険者総数80万581人
( 1927年3月末)1(.対し.鉱業法適用被保険者1123万4156
人(うち石炭山は20万1418人)で，全体の29.2%を占め
ている。
したかって.ある窓味では ， 拡山における欠効率の1?~
mは とくに健康保険組合において深刻な問題でもあ司
たわけである。
(6) 補給ー←政府統計から見た給付状況
乙れまでの考察は，健康保険法の施行後半年程度の期
聞を対象とする ものであうたといえる。本来なら，半年
程度の経験実績で健康保険制度の将来をうかがうことは
第22表 工場.鉱山における業務上、業務外の傷病数の割合の地加状況 1926-1927年 (1 5月J
工 湯
I 926年 1 9 2 7年
業務上 業務外 業務上 業務外
1 .FI 6% 94 % 6% 94 % 
2月 6 94 6 94 
3刈 7 93 6 94 
4月 6 94 6 94 
5月 6 94 6 94 
平 勾 6 94 6 94 一一 一 一(l) 調査組合は第19-20表に同じ。
(21 平均は各月の単純平均であるn
l資料出所1 第19表に同じ。
量L
1 9 2 6年
業務上 業務外
54 % 46 ~ぢ
54 46 
53 47 
55 45 
56 44 
臼 46 
(18) 
山 平 均
192 7年 1 926年 1 9 2 7年
業務上 業務外 業務上 業務外 業務上 業務外
429百 58第 31句 69% 25 % 75% 
33 67 36 64 23 7 
31 69 35 65 22 78 
31 69 37 63 23 7 
33 67 37 63 23 77 
34 66 35 65 23 77 
坂口:資本家からみた{也戚保険法随行の影轡 35!l 
第23表 工t身、鉱山における欠勤円数および欠勤率の
増滅状l}t(内務省H会局調査 1926-1927年 1 5 J]) 
調査 調査 欠 動 日 数 欠勤率(%)
3長 電 対象 対象 傷病に因 その他に 傷病に その他
数 期間 る も の 困るも の 図 る IC図る
1926年 499.166 865，649 3.0 5.3 
染色工業 56 1927年 545.14 768.819 3.4 4.8 
増減 45，948 696，830 0.4 60.5 
1926年 245，6印 546.6印 3.2 7_2 
機械及器具工場 33 1927年 363.152 564.535 4.8 72 
土色 減 17，492 17.867 1.6 
1926年 70.607 231.866 L8 5.9 
化学工業 28 1927年 117，351 211.919 3.1 5.5 
土台 滅 46.744 ゐ109.867 1.3 1¥ 0.4 
1926年 9.747 12.521 2.3 2.9 
飲食物工業 5 1927年 10，417 1.340 2.5 2.6 
I持減 670 61，181 0.2 /.0.3 
1926年 14.897 39，130 15 3.8 
雑 工 場 7 1927年 22，283 41，479 2.3 4.2 
土台 減 7，344 2，3~9 0.8 0.4 
1926年 20，058 29，345 38 4.8 
特別工業 8 1927年 2.121 31，681 3.6 5.2 
附減 2.063 2，336 0.4 0.4 
1926年 174，034 246.773 5.1 72 
金属鉱業 15 1927年 199，866 221.552 5.8 64 
t惣滅 25，832 2，522 07 ム0.8
1926年 767，266 1，729，191 79 17.8 
石炭鉱業 26 1927年 1，113，271 1，833，483 lL7 19.3 
増減 3<'16.005 合 104，292 3.8 1.5 
1926年 1，801.432 3，791.143 42 • 8‘5 
合 t十 178 1927年 2，393，530 3.684，809 5，6 8.7 
E自 滅 592，098 ム16，334 14 0.2 
(1 欠勤ヨ院は欠勤延日数を出動すべき延日数で除したものである。
(21 調査数は健保組合のある工繍鉱Ilj135、組合のない工場鉱山92、合計227であるd
(3) 対象期聞は、各年1-5月の5カ月間である。
l資料出所1m*玄「其の後の健康保険Ir社会政策時報J 1927年 7月号 73-4ペー
ジより作成する。
拙速のそしりを免れないとζ ろであろう。 健保ICおいて少数 (1927年4月で組合=80万人.政管=
そζで，さらに長期にわたる統計資料が必要となるが 116万人}だったから，組合健保において受診率は高か「
民間の調査でl;t得られなし、ので，政府の公的統計により， たζとになる。
民間調資の、可否を災付けておきたL、。 とζ ろが.19281f 4月を境として逆転し，件数におい
第 1[翠は療養の給付と傷病手当金の総件数について， て政官健保が組合健保を凌駕する乙とになる。それは.
政府管掌健康保険と健康保険組合どとIC，その月別の推 健康保険組合において受診の抑制が効栄を現したためで
移を示したものである。 あろうか。
図の上のものは療廷の給付の件数である。政l¥'1ll保と さらにいま l ついえるととは.~首位保および健康保
組合健保の件数を比較すると， 1927年から28年のはしめ 険組合ともによく似た経過をたど勺ているという ζとで
切ー までは組合健保の件数の方がI~~ 、 。 被保険者数は組合 あり.ほば，1927'$7-8月をヒータIC急激な減少そみ
( 19) 
-3印ー 社会福 M学
る乙と，また1928年の夏lζかはり大幅な地加lζ転じてい
るιとか指怖されうる点である。 2年にわた勺て見るか
ぎ打.療養の給付の件数ICは季節性が見られ.夏期にお
いて高くなる乙とを特徴としてあげてよいであろう。
さて，凶における下方は傷病手当金の給付件数の縫移
を示したものである。こ乙でも.組合健保において高い
乙とがわかる。まずこ，療養の給付ほとに変動は激しくな
いが，やはり季節的な変動を示している。
つぎに.~2図は，療養の給付と傷病手当金の給付日
数の推移を示したものである。ただ，残念ながら政管健
保のみで，組合健保については不明である。 恐らくは.
組合健保の日数が長くなっているζ とは間違いはいであ
ろうが，その推移はほぼ政管健保のカーブに接近した形
件数
(万件)
40 
35 
30 
お
2U 
15 
ltl 傷病手当金
5 
1927年 1928年
7 12月
[資料出所) t胃水玄『莫の後の健康保険Jr社会政策時何J1927年
7月号 81 -4 ベージより作~する。
第1図療養の給付、傷病手当金件数の月次推移
政府管掌健康保険・健康保険組合
<[927年1月-1928年12月)
(20) 
をとると考えてよいであろう。
まずいえる乙とは.療養の給付回数において変動の仮
幅が大きし、乙とである。しかし，診療報酬は人頭帝IJであ
るので，医療費総額はほぼ一定し，口数の階減もそれほ
ど大さな問題にはならはし、。しかし，健康保険組合では
個々に医師会と契約を結ぶので.定額計IJ(出来高払い伽J).
の場合IUi.kきな問IHiICなるであろう。
つぎに，傷病手当金の日数の推移をみると I 1928ff 1 
-2月頃1ζ低下するが，しかしその変動の幡は小さ く.
比較的高い水準のまま維持しているといってよく，また
後半lζ1;1.1曾高傾向すら示している。乙の点は健保組合IC
おいてもほぼ向様であ勺たといえるだろう。
以上の点によ打，結行後の問題点は.傷病手当金のi普
目敏
(万日)
400 
350 
300 
250 
2∞ 
150 
l∞ 
60 
1927年
.--領餐の給付
傷病手当金
四28王手
t資料出所1 ~再 l 図IC.同し.
第2図 療養の給付、傷病手当金回数の月次推移
12月
1927年 1月-28年12月 政府管掌健康保険
坂口・資本家からみた健康保険法胞行の影響 -361ー
高であり，健保紛fTてはその質問の用大とともに，生産
能率(出動不)への影響を憂慮したものと思われる。
2 東京商業会議所の調査
東京商業会議所の健康保険‘法への対応は.法の笥1;主当
33) 
UJI"i活発であったとはいえなし、。 しかしながら.他行
前後の時期にむると.以前とは'RfS.-，て.償額的な対応
を展開したのであった。
その経過を簡単にたど司てみると，施行直前の1926if
12月末U:，健康保険法に関する委員会を設けている。 lnJ
委員会は.当初ICおいては， 健康保険法の法令運用lζ関
して社会局当局と協議 ・懇談を重ねていた。しかし.健
康保険法の勉行とともに.やがて名J;而よ的問題点が指
摘されるようになっていくが，そのi.@粍で， 事業主から
東京商業会議所IC対して‘法令の欠陥を指摘し.さらに
は改正そ婆喧し，当局に対し，改正巡動を展開するよう
γ働きかけてくるものが多〈な ってきたようであるn
ζれらの声』ζ縫されて.東京商業会議所も高ij記委臥を
附員し.実情をさらに詳細lζ調査し.その上でlf・後策を
慎重攻究する決:窓を固めたのであった。
そのような準備として， 5月18日付そ以て， ~花氏府下
の各工場.健協保険組合.開業組合および全国の鉱山な
ど約5∞余箇所に対して文書を発送し.健w保険法実地
後の影響と法の改正を婆すへき点について意見を徴した
のである。
それと時をほほ同し くして，社会局は61において早
〈も桧改正やむなしの決意を閤めたようであり，しかる
代きUIC闘かれるであろう労働保険調査会における帯議
の参考資料lζ供するために， 6月15日付をも って，社会
局より関係各方l仰C対して「健康保険法令に闘し改善を
要すべき'Il項」について諮問がなされたのてあ勺た。
乙れに対応して. 東京商業会議所も， 手~hl耐己紹介し
て意見を収集し.先に行な吋た調合資料を参考会にしつつ
協議をill~.:J. 7月11日IC委I会の決定を行ない，続いて
7 )114臼の役員会の議を経て. r健康保険法改正に|刻す
る怠見Jとして.同日付けで社会局長官IC.答申している。
その後.審議の際に参照された調査結果を取りまとめ.
I1if-8月の日付けで， r健康保険法改正意見般に参与笥
料J(r商工調査J~ 7号)という冊子において公表し
ている。
同書は本文336ベージに及ぶ大聞であるが，本稿では.
「改正意見」の分析を別の縞IC譲り，主と して「健康保
険法実施の影響」を取り上げ，当時の事業主が，健保法
の影轡をどのように促えていたのかを解明する乙とに怠
を注ぎたい。
さて慢との東京商業会議所の調資IC対して回答のあ
(21) 
第24表東京商業会議所「位脱保険法改正意見並参考
資料J 収録会社名 ・健Q!保険組合名
業事E 会社 ・健康保険組合名 所在地 組合設立
染織 富士瓦斯紡級附 東京 。
東京毛織附 東京 。
下凹製糸告s
機械器具 附日立製作所亀戸工湯 東京
同安中屯機製作所
(合)深川鉄工所 東京
側芝浦創作所 東京 。
東京瓦斯電気工業側 東京 。
附東京石川島造船所 東京 u 
赤線検温器削
大日本tu!ま附
附東京;十日告製作所 東京 l) 
岡大島製鋼所 東京
蟻倉電線附 東京 。
化学 富士軍司紙附 東J主 。
三共附品川工場 東京 。
小島ゴム工業側
東京護議岡 3花京
大日本レザー刷 東京 o字
飲食物 日本製粉{側東J'itT湯 東京
今村軍司業側
大正製酒l槻
明治軍U~情附
維 東京印刷附 東京
岡三省堂 東京
共同印刷附及健保組合 東京 。
(側築地i活版製造所 東京 つ
(イcpJ.l) 同南街庖工渇
.iItLI 三去を鉱業附
村井鉱業附
北海道鉱業側 北海道 。
釜石鉱山附 告手 。
長門起業炭繍側
入!1Jt系炭附 福島 。
大日本政繊勿釆健僻E合 福烏 。
|司上 高校坑健保組合 2定以 。
東Fs炭破阿弥生鉱業所
問ヒ 亀11鉱業所 福岡 。
王峨炭磯閥
*組合.交立は1927年8月 1日である。
た工品，鉱山，健康保険組合などは郎会114箇所であ 『
た。しかし，そのうち附子lζ収録されたのは，第24表に
34) 
みるように，工地=28a.鉱山=11祉の計39社である
乙とがわかる。乙の点で.J二業倶楽部の市Jmrjt!康保険
法実胞の影轡』よりは多いζ とになる。
362ー 役会福祉学
回答39社を，業種別にみると.染色工湯=H上.機械
器具工場=11社，化学工場=5社，飲食物工湯=4社.
雑工場=5社.鉱山=11社(うち石炭鉱業が多い)となっ
ていて.機械器具工場および&rKi山からの回答が多いといっ
てよい。
つぎに.各社の地理的分布をみると ，工場では r紹
介状」の配布が東京府下IC限られていたため，当然の乙
とながらすべて東京である。鉱山については.第24表1:
示した県になるが， ζれは健康保険組合の主たる事務所
の所在地である。なお.ζれらの鉱山の本社所在地はす
べて東京である。
また.縫康保検組合の設立状況を筆者において調べて
みる35)と， IB組合の設立が健認される。その他IC，三菱
鉱業については設立を示すO印を第24表に入れていない
が，しかし.三菱鉱業は各鉱山・鉱業所どとに健康保険
組合を設立しているので紛(本社は，職員が多いためで
あろうか，独自に設立されていないようである)，ζれ
を含めると19組合において設立が確認される。
したがって.東京商業会議所の調査結果は，比較的大
企業を巾心として収宣議されているといってよいであろう。
さて，この調査の項目はどのようなものであ勺ただろ
うか。同冊子には， r発第145号」と番号を付された東
京商業会議所の「紹介状jが全文収録されているが37)• 
それによると以下のようである。
一.健康保険法実施後の影響
(ィJ事業fC及lましたる一般的影響
(ロ)生産能率IC及ぼしたる影響
(ハ)従業者の勤務並に保険状態に及ぼしたる影響
二e健康保険法中改正を要すへき点
(以上実例又は具体的事項を可成詳細御回答願上候
尚お右1:.関し統計的資料有之候はば御送付被下度
候)
調査項目・質問項目は，実施後の影響IC関しては 3項
目IC.すぎず，簡!f!な項目立てである。それだ付lζ，各項
目とも重なり合い，関連し合うものだといえよう。した
が「て，回答も一応は(イλ(ロλ(ハ)の項同どとに
区別を行なうてはいるが，しかし.その内容に関しては，
たとえば(ロ〉において答えるべき内容のものを(イ〕
もしくは(ハ)で答えるというような重復がしばしば見
られるのである。だが，それも質問 ・設聞のたて方によ
るものであり。 Ir_むをえない乙とであろう。はははだし
b、局合1:';1. (イ)- (ハ)の区別をせずに.総論的に
一括して回答したものも見られるのである。
なお，日本工業倶楽部の『実施の影響』における分額
と比較すると.工業倶楽部の方が細分化されているが，
(22) 
その問題;意識としては間ーであろう。ただ.東京商業会
議所の調査項目では，被保険者の生活におよlますi影響K
関して，保健状懸への影轡が問題にされているが (工業
倶楽部にはない).しかし，被保険者の経涜的負担 (家』
計)への影響の点は欠落している f工業倶楽部は設問し
ている)。しかし，その内容には大系はないといってよ
いであろう。
(1) 事業に及1ました一般的影響
乙ζで尋ねられているのは「一般的J影響であるから，
乙れに対する回答の内容・革聞は回答者の主観1:任され.
本稿末尾の第40-42表にまとめたように，多岐にわたる
内容を含んでいる。そとで，たとえば調査結果の 1回答
に見られた細項目3めや.工業倶楽部の分類した項目を参
考にして，筆者なりに分類 ・整理しながら.以下分析を
進める ζ とにする。
イ，保険料負担の駒大
健康保険法は，労資双方に保険料を強制するが，従来
の共僻且合よりも給付内容は全般的IC優良であ勺たから
個々の企業内共演組合がいかに保険原埋を駆使し，国庫
負但を導入しても.従米の共済組合の徴金よりも負担の
増大は免れえなかったであろう。
しかし.部分的にせよ.それでもなお，あまり一般的
な影響を受けなかったと回答するものがなかったわけで
はない。
たとえば，富士瓦斯紡績，安中電気製作所.赤線検査
器，東京計器製作所，大島製鋼所ー大日本レザー (皮革).
三省堂，東京築地活版製造所.南商庖工場.さらには東
京製薬同業組合などをあげることができる。なお.不明
とするものがH上(大正製泊および共同印刷)ある。乙
のように，一般的κ影響をうけなかったとするものは.
了.場で9社，同業組名で l級合を数えるが，従って，乙
れらは少数派である。ただ.ζの中で，富士瓦斯紡績.
東京計器製作所はすでに共済組合の救済が充実していで，
したがって費用負担の函でも従来とほぼ同様だと答えて
いる点1:注意を払ってよいであろう。
他方.保険料の重さを訴えた会社をひろい上げると，
工湯では.東京毛織 (40，000円の地1日)，日立製作所
亀戸工湯(約6.000円の噌加)，芝浦製作所，-6川島造
船所.大日本電球 (1，000円程度噌加).藤倉電線 (10，000
円増加.従米の2.3倍)怠七製紙 (一般的 a 抽象的な言
及).東京議議，日本製粉東京工湯，明治製糖 (約 1，000
円地加，従来の約3倍地加)の10祉をあげる ζ とができ
る。数字的には負担増の影響~訴えなか寸た 9社(不明
をいれると 1Jt上)とあまり変りがないともいえよう。
しかし.鉱山については i影響なし」と回答するも
阪口:資本家からみた鍵戚保険法地fの影響 -363 -
のが全く Ij.< .逆にりしろ負担のめ加を訴えるものは
村n鉱業 (給総の倍附以上)，釜石鉱山 <37.0001可附加人
長門起業成繊(約800円地加)，入11氏以(ほlま倍m.
~j炭 l トン吋り 13.3銭地加}の 4 社を数えることができ
る。
乙0)ように， 負t旦地加を1'1.権回答しているのはIIWP
4社にすきないのであ「て. 工場以上IC少教派である。
しかし.それは負担問!加が独立した 1項目として1"[後。
~J られなか『た乙とと関係しているのかも知れなb、
一般的に.鉱山は危険F産業であ 1).とくに政府rr~詳健
康保険ではれ炭鉱"(坑内夫)の保険料を8'i5と定め.
またtl但割合も・'Ji;j主主側IC重く39)定められ，事業主の保
険料.u也分IJ:他の産業 ・業種よりも壷くぶせられていた
という‘F支の巾で.鉱山事業主の怠見をとらえる必笈が
あろうる
エの{自に，it者団体として，日d転手毛工業会が保険料u
Il!が過噴であり.コストをおめ.事業経営にマイナスの
影符そラえる乙とを街備している。
慨してきえば，各会社・事業主は.健lぷ保険制!互によ
る新たな保険料包mを栃めて深刻にとらえていたとはむ
しろ弓えないように思える"事業主のutqとすれば2%
(ただし鉱山は5cち)十字度であ均.それは新たな負但tζ
相溢ないが.他)J.大規模な来訪上災害にも保険が適用
され.また業務外の傷病への給付も新設さU，それとの
対ltでt.l111そ捉えれば，とくにA:lt~長の工場 ・鉱山ては
深刻に岳い負但とは感しられなか「たように思う。
ロ.被保険省負担分保険料の事業主全額負1，または
賃金閉鎖への影響
この点~問答しているのは.工績においては， 石川ぬ
広船所{令官nn但)，東京印刷(会社全額負仰の要求運
動があ 内た)の2社4ζすぎず， 鉱山では全く見られず.
同業組合 ・必団体では.八王千織物同業綿合，東京製薬
ILlJ~組合， 1本F毛工業会の3つである。
ζJ (を見各かぎりでは.保険料の会社全額負但や保険
料桐内分の賃金引き上げは.少なくとも健保組合が投立
されている太企業ではあま り実mdれた正かったとい『て
よいであろう。従業日.被保険者がそのような還動そ全
く展開しなかったわけではないだろうが.給~と L て，
保険料の折 'I~'1.災fj<定おしつつあったのであろう。
ニ.‘F務'P1，間後的経費の負担地加
政がf符，Ijt健脱保険はともかくも， 健康保険組合の事務
は，労~bIJl;I， ílで行うのであるが，実際には， 事務所，
fトilSの貸'子，事務用品，事務尽など相当程度会社によ
て負担されていたものと思われる。モのうち そのよう
は事務白等の臼也の重さを訴えるものは，工局ては. 日
(23】
本製粉J，jii京E湯 (事務複維)の IHのみで.鉱山では.
ー菱銀.:t，村}十鉱業，北海辺鉱業のH土が数えム1，同
染組合では東京製薬同業組合があげられる。
ζのように， 負tIlの附加を訴える事例は少ないのであ
るが， x.際の負!fl.そのものは従来の共涜釘l合の局合にlot，
会社が九がかえで全額負担しており，また鎚&Ji保険組合
の場合でも会社が全くタッチしなか勺t.とはJ5・えられな
い。それが煩ItJlC!思.われるのは，事務総の急激な幼加を
伴う給付件数のt哲加がみ られる均合であり.それ欽.と
くに鉱山てHI:みられるのは，被保険おの受給件数か多
也、..，f' iJ‘らであろう。
ホ，労働者の募集移動に&.1ます影響
ζの点への言及はご三菱鉱業と八Eチ織物同業組合のみ
である。 世E俵保険が社会保険として強制されるものであ
るとするならば.健b録保険による傷病救済をとくに求め，
あるいは保険料t11旦を嫌って.他社へ移動tるζとli余
り怠昧1;1はく.したかゥて.乙の点tζ関する影容は少な
か4たであろう。
121 傷病率 ・出動率 (欠勤率}に及ぼした景5・
*J~rmXi会ぷ所の調径の~2の投lilHま . 生産能3終IC及
ほす彫停をたずねている。しかし.生存能率は.ぜI妄に
は労働省の勤労意欲や.傷病.健康・保健.出動唱 (火
~J't1) .労資関係などに彩得されるものである。そ乙て.
-*以尚集会議所調沓の設mJの順序をかえて.その勤務 ・
保健状態への彩容を先ICとり上げるが.乙の項では勤務
tt~の影符IC限定して. 傷病・受診ïfl. 続いて 111動 ;f
(休業率)の.ItAで分析していきたb、
イ.傷病;fJへの影響
ぜず.工織からみることにしよう。乙乙て，傷病4おそ
~lí'の医療を受ける者.すf.iわち受0・￠として促えるル .
凶符を窃せた工場のうちほlま半数の工協が受診中の高ま
りを訴えている。
4に縞末尾の第41表および第42~そ読みとっていくと .
'uI-モ総，下回製糸， 東京瓦斯屯気工事.石川島込船所，
大日本m線.大助製鋼所， S上製紙.二三J~品川上均.小
島ゴ'ム， 5促út~盤渓.大日本皮革(レザー) .日本製粉東
京工湯，今村製集，明治製糖，三省堂の15社が， 何らか
のj修で.傷仇・受診の培加を挙げている。乙の外lζ.1内
俊偽病のJ.M)日という形で答えて li~ 、ないか.休業 ・ 欠勤
のt曽加をあげることκょη間後的に{その背去をまたはPl.'
由として)偽病 ・受診の憎加を指嫡するものが，1 i主製
作所亀戸工湯深川鉄工所， 総合i.tl線，東京印刷のHJ
あり.乙れそ加えると tー19社で傷病 ・受診の別加への影
"の大なる ζ とを訴えている乙と1ζなり.それは全体の
3分の2を占めるほどの大さきである。
-3臼ー 社会福枇学
これに対して，影響をあまり認めないのは， ~土瓦斯
紡紡，安中電機，芝浦創作所，赤線検温器.東京計器，
築地活版所.南商庖工場の7社であり， 不明と寸るもの
は大正製酒，共同印刷の2社である。
さて.乙の傷病のi告加の内公であるが，業務上のいわ
ゆる公傷病の地加を指摘するものは 1社もなく.業務外
の私傷病の噌加を強調するものが多b、。乙の湯合，明6(f
!C業務外または私傷病といわなくても， r軽微fJJとか，
f従来なら治療を受けざるような」とか， r慢性病 ・疾
患JあるいはI故意ICJという表現をとるものまで含める
と， 東京毛織.下回製糸.日立製作所亀戸，深川鉄工所.
東京瓦斯電気工事.石川島造船所.大日本電球，)c島製
鋼所，富士製紙，東京議議，日本皮革，日本製粉東京r
第25表 私傷病者数の比較 1926-27年釜石鉱山
1926年
1927年
倍率
1.00 
2.24 
場.今村製薬，明治製糖の14t.土をあげる乙とができ，ま
たその回答された内容・文言(傷病手当金目当ての欠勤
者が地加した)からして，藤倉電線.東京印刷lの2社を
付け加えてもよいであろう。そうすると，傷病 ・受診の
憎加を訴えた19社のうち16f土までがその内容を私俗梼だ
と認めている乙とになる。
乙の点は.ある意味では工業倶楽部の調査『実施の影
轡』よりも顕著iζあらわれており，健康保険法の目的て
ある純期・経症の疾病の治療が実現されている乙とを示
すものである。
つぎに，鉱山についてみる。第40，41および42表から
明らかなように.すべての鉱山が.表現上の差はあれ.
等しく.傷病または受診の増加を認めている。そして.
そのすべてが(ただし北梅道鉱業のみはその回答内容か
ら推しはかつてのことであるが)，軽症もしくは業務外
の私傷病による受診の地加であるζとを明確に回答して
いるのである。
そればかりでなく，調査IC対する回答が詳細かっ了$
lζなされ.また実際の統計'データも添えて，その意気込
みが感じられると共に，鉱山K白ける問題状況の深刻さ
第26表 健康保険法実純前後傷病者比絞表 (1日平崎)
1926-271-手 入山採炭
当時 療 養 人 員
被保険 業務上 業務外 ~ ヨ 5十
者数 人員 % 人員 % 人員 % 
1925年11月-26年10月実11- 3.152 155 4.9 38 1.2 192 6.1 
法実施前(1926年度)の予算 3.152 155 4.9 78 2.5 233 7.4 
法実施後0926年度)の実'fI. 3，456 186 5.4 412 11.9 598 17.3 
同 上(1927年度)の予算 3，338 142 4.2 172 5.1 314 9.4 
向上(1927年4月分)の実n 3.293 113 3.4 366 JI.l 479 14.5 
制 % (割合)は療養人貝/当時被保険者数
第27表 公私傷病各月別表 1926-27年大日本炭磁高荻坑健保組合
私 傷 病 数 公 傷 病 数
年月別 l 月 2 月 3 月 4 月 合計 1 月 2 月 3 月 4 月 dEh3n宝」ιp 
1926年 26 31 27 37 121 80 78 83 82 323 
19幻年 46 78 122 139 385 60 54 69 96 279 
b包減 20 47 95 102 264 ム20 ム24 。14 14 ム44
倍率 1.8 2.5 4.5 3.8 3.2 0.75 0.69 O.邸 1.2 086 
回倍率は1926年K対する1927年の倍数である。
ムは7 イナス(餓少)を示す。以下の表において同機である。
(24 ) 
l反LI 資本家からみた健康保険法能行の影響
を知ることができるのである。
いま.それらの統計資料を示すと.第25-29去の5""
の去になる。
まず， m25~長は釜石鉱山についてであるが . それによ
れば，他政保険法の施行後の3カ月の私傷病者数を同年
同Jmと比較して2.24{告の地加を示している。
つぎに，第26.&において入山係炭の療護人員 (傷病者)
についてみると.業務上ICよる療役人員は.健康保険法
の施行後もほ とんど地減をムせておらず， 1927年度の予
算は前年度よ句も低く見紛られているほどである。 それ
IC対して.業務外の療養人員は絡行後大きく地加してお
り， 1925年1月-26年10月の実績の38人をベースにする
と， 施行後の27年 1-3 月の~納 I j. 412人であり .約11
倍10曽加しているのである。その結果，従来は，人数に
おいて業務上と業務外のそれぞれの傷病者の絶対数ICそ
れほど差のなかったものが，施行後は圧倒的に業務外の
傷病者数の方が多くを占めるにいたるのである。
また，第27表において，大日本炭破附高萩坑健康保険
組合についてみると，公傷病の月号誠に関しては，ぬ行後
の4カ月を前年同期と比較すれば0.86倍とむしろ減少し
ているのに対して，私傷病iζ閲しては，同じ期間で比絞
するfJら1;(，突に3.2倍IC!i't加しているのを見る乙とが
できるのである。その結果， ζζでも，従来はむしろ業
第m堅 傷病者の増加状況 1926-27年東邦炭繍亀山
実施員Ij
実施後
10-12月比よあ平均
1-3月による平均
鏑要
?
?
? ?
務上の公傷病数の方が業務外の私傷病数を上まわってい
たのであるが，随行後l立，その数においても私傷病のfi
が多数を占めるにいたるのである。
また，第28表によって.束事s炭磁 山鉱業所について
みると， 織行直前の4カ月 (1926年10-1211)の手均ω
傷病者数(公私または業務上外の区別は不明}は， 51人
から15人へと2.25倍に地加し.傷病率も5.4%から12.1
4ぢiこ附大しているのである。
段後に，第26表によって玉城炭磯についてみるが，こ
ζではー活して，施行前と胞行後の3-5月の各々の30
日の平匂(従ゥて!日当り平均という乙とになろう)て
比較すると.治療を受けた傷病数(休業 ・就業の合計)
では.業務 kも業務外もほぼ向僚の地加状況を示してい
る。また業務上と業務外の偽柄数の割合もほぼ同数で変
化をみせていなし、。乙の点で，他社と異なる傾向をみせ
てし必aたた.家族の治療数はほとんど変化しておらず，
Eの場合は.保険lよ適用されないから.地加する刺激要
因が作用しなか勺た乙と4告示すといってよい。
以上ICおいて鉱山5社の傷病率に附する統計を1&げた
が.いずれも業務外の傷病惑の急t告を示してお灼 C.E城
炭慨は業務上もやや大幅に地加している)，鉱山では，
乙れが休業 ・欠勤の増加に結びつき.生戸主能率の低下を
もたらすのであり，大きな経営七の問題だと感じた乙と
であろう。 乙の点は次IC検討する。
なお.同業組合関係で(:t.，八王子織物同業組合.点点
製薬向業組合.東京菓子同業組合.さらに.日本工業f!】
楽部が，受診の地加を訴えている。
ロ，出動中への影轡
すでにイでのべたように，健康保険法の施行によって
傷病不 ・受診司r.は忽燃したのであ司た。しかし.それた
第29表 鉱失傷病者数lfI加状況 1926-27年王城炭繍
稼 人 の {窃 病 稼人の休業
嫁人 業務上の傷病 業務外の傷病 総 割合 家族 休業 割合総数
休業従業 休業 就業 b/a J台tI:i治療 c/a a 
治療治験 治療 治療 言十 b % 数 数 c % 
1926年 280 10 3 13 7 4 1 24 8.6 54 17 6.1 
3月30口
1927年 316 17 6 23 15 14 29 52 16.5 63 32 10目l
1926年 276 9 2 1 8 7 15 26 9.4 52 17 6.2 
4月30日
1927年 310 19 16 12 28 52 16.7 11.3 5 24 75 35 
1926年 281 12 3 15 8 3 1I 26 9.3 57 20 7.1 
5 J)301: 
1927年 23 4 19.t1 69 289 24 5 29 27 56 47 16.2 
1926年 平均 279 10.3 2.7 13 7.5 4，7 12.3 25.3 9.1 54.3 18 6.5 
1927年 平均 305 20 5.3 25_3 18 10 28 53.3 17.5 69 38 125 
(25) 
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第30表 従業員の欠勤の増加状況〔人数と割合) 1926-27年 藤倉電線
9 2 6 年
稼働 者 欠勤者 欠勤者
延人員 延人員a 百分率
l月男 14，496 726 5.0 
女 4.317 481 11.1 
2月男 17.863 807 4.6 
女 5，270 590 11.2 
3月男 16，575 986 5.9 
女 5，244 616 11.8 
4月男 17，521 1，184 6.8 
t; 5.650 711 12.6 
平均男 16.614 926 5.6 
女 5，122 600 11.7 
計 21.736 1.526 7.0 
樹増減率は各月 (b-a)/a箔である。
けILとどまれば.保険財政上の問題は残..5にせよ，受診
する乙とにより疾病が治癒しやがて健康体となり生産能
率も向上する ζ とになれば庫業よの大きな問題とはなり
えなか司たはずであ7.)。それが問題となったのは，休業・
欠勤がそれに伴な って僧加したからであった。
乙の点は，調査回答ではどのように現われているので
あろうか。
まず.工場からながめる ζとにする。 休業・欠勤の増
大を訴えるのは，その程度iζ差はあ..5ものの，一応次の
ように.東京毛織.下回製糸(比較的多い).目立製作
所亀戸工場(幾分増加).深川鉄工所，藤倉電線，富士
製紙(但しやや不良).三共品川工場，小島ゴム.東京
議議，臼本製粉東京工楊.今村製薬，大正製酒，東京印
刷j.明治製糖(甚だし く激地)の14社をあげるととがで
きる。すなわち.それは工場全体の半数を占める乙とに
なる。乙のほかに，大日本電球は「実施当初]……一時僅
少の欠勤惑を高めしも現時は平態に復すjと答えている
が， ζれは消極的な影響κいれるべきであろう。
そζ で. r影響なしjまたは「少ないjと映確K答え
た会社を姶いあげると.富士瓦斯紡績(全般的に著しい
影響なし)，安中電機，東京五斯電気工業(受診率は増
加).石川島造船所，東京計器，三省堂(特別の影響を
認めない).築地活版所(当初経めて一部に影響あり). 
南商庖工場の8社である。したがって.大日本電線を含
めると，全体の3分の lが「影響なし」と答えている乙
とになる。
では.どの程度地加したのであろうか。乙の点を明確
に数字で示している会社は少江い。しかし，次のいくつ
(26) 
9 2 7 年 1926-27年
稼働者 欠勤者 欠勤者 欠翌日j 者
延人員 延人員b 百分率 増減率
13.975 798 5.5 9.9 
4.260 609 14.3 26.6 
18.050 1，032 6.2 27.9 
5.639 854 15，1 44.7 
17.505 914 5.2 6. 7.3 
5，515 852 15.4 38.3 
18，589 1，076 5.6 6. 9.1 
5，991 899 15.0 26.4 
17.030 955 5.6 3.1 
5，351 804 15.0 34.0 
22.381 1，759 7.9 15.3 
かの事例を知る ζとができる。
まず，比較的簡単に数字のみを示したH土の事例から
みていくと，三共品川工場では.施行前後を比較して，
欠勤者で23%.欠勤日数で519杉の地加をあげ，また円本
製粉東京工場では‘ 1927年 1-5月の病気欠勤率が前年
同期に比較して28%地加した ζ とを借摘し，さらに東京
印刷所では.1927年 1-3月と前年同期と比較して， 3 
日以上の欠勤は，人数で42名から41名へと 1 名 (2 .4~削
減少したが，延日数において304日から416日へと 112
日 (36.8$引も地加している乙とを示している。
つぎに，やや詳しいデータを示すのは5:f土である。
第30去は藤倉電線の欠勤率を示すものであるが.とれ
ICよれば各月IC増減(特に男子)があるのでsr・均におい
て捉えると.男子は欠勤者数は29名 (3.1劣)増加して
いるが. 欠勤率では5.6%と全く変化していないので
あち。と乙ろがよ正子は204名 (34.0%)と大幅に増えて
おり，欠勤率にして11.7%から15.0%1ζ増加しているζ
とを勘案すると(稼勤者延人員の増加を考慮すると】.
第31表 出勤人員に対する欠勤人員の割合(%)の比絞
1926-27年各 1-5月 富士製紙
1月 2月 3月 4月 5月 平均
1926年a 6.3 5.9 6.0 5.6 5.9 5.9 
]927年b 6.0 7.9 7.4 6.6 7.6 7.1 
増 減 ム0.3 2.0 1.4' 1.0 1.7 1.2 
増減率 ム4.8 33.9 23.3 17.9 28.8 20.3 
凶増減率は b/aで求めた。
坂口 資本家からみた健康保険法施行の影響
それでも28.3%と急憎しているのである。その理由につ
いては.同社によれば，火子労働者は「品IJ業j的就業な
ので r休業手当を受けつつ家庭内のmf~に従事するも
の多きK至りたるものと認められるJと般的lされている。
つぎに.第31表は富士製紙における欠勤率を施行後の
5カ月間と前年同期について比較したものである。乙fl
l;t， 同社の13工場の職工約43∞余名の出勤人員に対する
欠勤者の割合であるが， 5カ月の司王均でみると， 5.9% 
から7.1$彰へと1.2鎖的加を示すものであるが.乙れを
I哲加率iζ直す40)と20.3%の伸びを示した乙とになり.決
して小さくはないと考えてよいであろう。
また，第32表は東京護設の傷病欠iTJ口数について， 8包
行後の 4カ月を前年同期と比較したものであるc 乙ζで
は，従業員の規模とその各月の暴動は不明なので，欠効
率1不明である。そ乙で.各月の欠勤口数をそのまま比
較すると， 1月および2月は舵かに欠勤回数の燃JlIをみ
るが.3月 4月はむしろ前年同月よりも減少している
のであって，結局.4カ月の平均で8%の期加をみるに
すぎない。したがって，東京議議自身は，当初における
熟練工の欠勤のm加を指嫡するのみであるが，その後は
漸次従来IC復しつつあるというべきなのかも知れはい"
第32表 公私病傷欠勤日数の比鮫
1926-27年東京護譲
1926年
1927年
治緩率
????????
?
さらに.第33~'1今村製薬におけ る病気欠勤者の人数
と口数を1926-27年の )-4月において比較したもので
ある。乙乙でも，地減をより正慌に判断する従業員数や
延線働(出動)日数は不明なので.人員数と 日教をその
まま見ぎるをえないが，人員数で約2倍に地加し.日数
でも約1.8倍の培加となっている。
M33表 3日以上の病気欠勤者
1926-27年各 1-4月 今村3従業
l月 2月 3月 4月 合計
1926年欠勤人民 8 4 3 16人
口 数 103 60 12 13 188日
1927年欠勤人員 1 日 8 8 33人
日 数 52 73 119 96 340日
? ，
?
???
第34表休業人員数、回数の比絞 1926-27年
明治製糖
1926年
1927年I90 I 16 I 74 I臼40I 104 I 836 
回期聞は1925年12月一26年II月及ひ1927年 1月ー 6月で
ゐる。
録後lζ.第34表によって明治製縫 t戸畑工場)の休楽
人員数と日数の施行前後における地加状況をみると，人
Q数てが'J2倍.休業日数で約51きに培加しているのを知
る乙とができるが，その内況を施行後の休業日数につい
てみると.圧倒的に私傷病に困るものが多いのである。
他行前の状況は不明であるが.私傷病』ζ因る休業がj智大
したものと忠われる。
乙のように.少数の事例ではあるが.統計数字から読
みとれる ζとは，健康保険法の随行により， (1)私傷病に
よる休業が地加した ζ と， (21男子より女子lC顕著らしさ
乙と(藤合電線のみであるが)， 131休業人員よ内も日数
で顕著だという ζ とである。 (2)については.むしろさら
に慎重な検討を要すべきであるが41)聞については，傷
病手当金の受給のために，私傷病の場合の3Uの待問と
いう条件を満すために，日数的に経長傾向が見られ るの
であろう。
乙の点に閲して，藤会屯線の資料を参考にすると.第
第35表 欠勤日数別欠勤人員数の比較(男女別J
1926-27年 藤倉~û線
4 -6日欠勤 7 -10日欠勤 1]-31日欠勤
1926 1927 1926 1927 1926 1927 
1月男 16 1 :-1 5 6 13 19 
女 7 5 5 14 15 
2月男 9 12 4 10 12 16 
女 2 6 3 7 16 17 
3月 男 7 19 12 s 16 18 
女 1 9 2 13 21 
4月男 13 14 6 5 17 12 
t:. 4 6 5 8 15 
合計男 45 58 27 26 58 65 
ちE 18 24 1 19 51 68 
総計 63 82 38 45 109 133 
地加率先 100 130 100 18 100 122 
制増加率は、 1926年を100とした時の1927年の倍執旬
である。
('l:1) 
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第36;表出役歩合(出動率%)の比較 1926-27年 釜石鉱山
2 
男 女 言十 男
1926年 87.1 74.2 85.7 82.8 
1927年 84.9 66.5 82.7 82.2 
35表の示すように，欠IiJ日数が4← 6日のと乙ろで欠勤
者の伸びが大きいととがわかる。また， ζ の4-6日の
欠勤者数は全、体の31.5%を占め，傷病手当金支給の休業
は比較的短期の者が多く.従って比較的軽症であり.待
期期間をクリヤーしてもせいぜい 1週間-10日の休業て
ある ζとを示すのである。42)
さて.工場については ζの程度として，次に鉱山にお
ける状況についてみる乙とICする。
鉱山における休業 ・欠勤の増加は，工業倶楽部の調査
でも明らかにされてきたと乙ろであるが，東京商業会議
所の調査でも問機の ζ とがL、え，ほとんどすべての鉱山
の休業 ・欠勤回数の増加を訴えている。ただ.長門起業
炭繍 1t土のみが明確にそれを言及していないだけで，し
かし. r実胞前と比較し生産能準は幾分低減せ内Jと述
べている点を考慮すれば.休業もある程度地加した乙と
を間接的に物語勺ているといってよいであろう。
ところで.乙の休業 ・欠勤の士号加を定的IC示した鉱山
がいくつかある。たとえば，三菱鉱業は「本年，二月
の例K依て之を見るも前年同期に比し倍乃至三倍1:逮せ
んとする場所鯵からずJと.その急激ぶりを表わしてい
る。
つぎに，第36表(Cよって釜石鉱tIJU)出動率をみると，
筋行笹後の動向は，全体的にはそれほど顕著な低下を示
していない。データが出動率のみなので簡単に平均する
訳にはいかないが.敬えて 1-3月を単純平均すると，
男女計で83.8%から81.9%へ約2%だけ低下した乙とに
月 3 月
女 言十 男 女
68.6 81.3 86.1 72.4 84.5 
63.1 79.9 85.2 68.9 83.2 
第37表健康保険法案施前後傷病者比較表(1日平均)
1926-27年 入山係炭
当時 休 業 人 員
被保険 業務上 業務外 合計
者 数 人員形 人員% 人員形
1925年1月-26年10月実算 3.152 121 3.8 25 0.8 146 4.6 
法実施前(1926年度)の予算 3，152 121 -3，8 37 1.2 158 5.0 
法実施後(1925年度)の実算 3.456 167 4.8 249 7.2 416 12.0 
同 上(1927年度)の予算 3.338 1283.8 85 2.5 213 6.3 
同上(1927年4月分)の実算 3.293 103 3.1 231 7.0 334 10.1 
なる。もう l点注意すべきは，出動率の男y:.の絡差につ
いてであり.女子は男子よりも低く，また低下率もやや
大きいという乙とである。
さらiζ，第37表において，入山採炭の休業人員と休業
率について施行前後の増加状況をみると，業務上による
休業はそれほど大きいとはいえず.1927年の4月ICはむ
しろ減少 ・低下さえしているのに対して，業務外のもの
は9-10倍も激憎している仏羽を犯握する乙とができる。
まfこ，第38表において.大日本炭破勿来健康保険組合
の傷病休業者の矯加状況をみると，乙 ζでは‘業務上lζ
よ;:;休業は合計で倍増しているととがわかるが，しかし
業務外の似諜の地加はさらに大きく3.6倍の埼加である。
さらに.第39表において，同じく大日本炭磁高荻坑健
康保険組合の傷病による休業延日数の増i滅状況をみると.
1血行後のいわゆる公傷病ICよる休業日数はむしろ施行前
第38表傍人傷病休業者比較対照表 1926-27年 大日本炭磯勿来健保組合
I 9 2 6 年 9 2 7 fF 休業者
稼人 業務上 業務外 休業率 業務上 業務外 休業率 増加率
休業 休業 H b 総数E 休業 休業 計 d d/b名総数a 治療 治療 b/a 9百 治療 治療 d/c % 
l月10日 し028 21 22 43 4.2 1.009 26 22 48 4.8 11 
2月!o臼 1，007 26 18 44 4.4 979 36 72 108 11.0 250 
3月10日 951 12 20 32 3.4 971 38 86 124 13.0 382 
4月10日 850 13 13 26 3.1 849 31 80 11 13.0 418 
合計 3.836 62 73 145 3.8 3.808 131 260 391 10.3 270 
(28) 
仮口・資本家からみた健康保険法胞行の影響 -369-
第39表 公私傷病各月休業率比較表 1926-27年 大日本炭鴎高萩坑健保組台
月 2 月
年月日 延日数 巨百 延日数 脅百
手'L I易 1926年 428 1.6 463 1.9 
病休 1927年 622 2.4 1.033 4.2 
業 J事 機械 J94 0.8 570 2.3 
公傷 1926年 804 2.9 931 3.7 
病休 1927年 710 2.7 7J8 2.9 
業~ t普減 ム94 60.2 ム213 60.8 
制 労は在籍延人員に対する害IJ合
より減少(16.25杉減少)しているのに対して，"fL傷病は
がJ3 f告に鳩加している乙とがわかる。
以I二の統計によ「て判断を下すには，余りにもデータ
不足である。しかし.それでも敢えてL、えば，傷病と称
してなされた休業 ・欠勤は，人員，日数ともに、鉱山の
方が工場よ灼も大編な増加を見せている，と宥倣しても
よいであろう。
ζ 乙から.iJlJの稿でみるように，鉱山の資本家から健
康保険法に対する強レ批判的怠見や廃止論すらfl~ され る
にいたる背景の一端が寝間見られ るのである。
なお，同業組合・諸団体の回答をみると， j長3京製薬同
業組合，東京菓子同業組合が休業の増加を訴え，両者と
も女子において著しい乙とを強調している。また，日本
羊毛工業会は「勤務状態概して良好なりとは乏い機LJ
とし，さらK当然の ζ とながら石炭鉱業連合会・鉱山懇
話会も民僚の古l周，休業の噌加を指摘しているのを見る。
， {反病.怠惰の気風の有無について
本項のイ，ロでみたように，健康保険法の胞行後にお
いて，工場 ・鉱山ともに，傷病率 ・受診率および休業・
欠勤率の急婚が多くの資本家によ勺て訴えられたのであっ
た。そして，それは大半が業務外の私傷病を中心として
おり，そ乙から，仮病や怠惰な精神が強調されるのであ
るが l この点に関する企業の従え方を痴観しておとう。
もらろん，乙の点は直後の質問事項には勺ていないの
て， 自発的な回答Iζ任されているので.その数f町内犯傑
vは余り窓味がえi"、乙とをあらかじめ断勺ておきたい。
まず.工場についてみる。 下回製糸は， r比較的経微
なる疾病にも辛抱我慢の気薄〈なり勤勉力行の誠を欠き
一種'怠怖の気分を助長するの傾向あり」とのべ，日、工製
作所亀戸工場は「傷病手当金を得らるる関係上安んじて
休業し」 とのベ， 深川鉄工所は「傷病手当金受領のため
放怠に欠勤する者も生ずるκ至れり ・精符上j(も業務
の精WJを欠き」とし.東京瓦新電気工業は「被保険者の
(291 
3 月 4 月 メEミコ
延日数 % 延日数 % 延日数 % 
436 1.6 503 1.9 1，830 1.7 
1.815 6.5 2，006 7.3 5.479 5.1 
1，379 4.9 l，fi03 5.4 3.646 3.4 
959 3.4 1，213 4.5 3，907 3，7 
834 3.0 1.014 3.7 3，276 3.1 
6125 60.4 6199 60.8 ム63160.6 
独立心を袋綴せしめ所説E史的精神の保持助長を害する」
とし.藤倉電線はとえに女子について「休業手当を受け
つつ家庭内の用務K従事するもの多きlζ至りたるJとの
べ，今村製菓は「傷病手当金を得んがために数Uを休養
する傾向ある乙とjとし，東京印刷は f手当金の支給あ
るため従来lζ比して欠勤日数多き傾きありJとのべ，築
地活版所は「当初lこ於てr;t絹めて一部lζ怠惰の気風を生
じたるやの疑いありたる」とし，明治製糖も「一般に制覇
惰の風を生じたる(1疑b、なさ所なり」とのべているよう
に， 10社がし、わゆる「怠惰の気風」 κついて言及してい
るのをみる。しかし， 1社も fi，反病」という悪意ある言
葉を使用していないのであって，さらに石川島道船所は
|所調仮病苔続出して怠業奨励κ陥るが如き↑呉れなきが
如しJとのへ， 東京計器は 「施行後詐病等な くjとし，
小島ゴムも「職工が病気なりと祢して欠勤する迄の程度
lζ至らざる」というように明雄に仮病を否定するものさ
えあるほどである。
では.鉱i1Jはどうであろうか。三菱鉱業は「仮病とい
う将のものは之を認めi'¥}ざるも …一比較的傷病にして傷
病手当を受けんとする者又は休業を長引かさんとする者
附加傾向相当顕著なるものあるを認むJとし.村井鉱業
は「勤務努力の風減退レ …..，甚だしさは本法を悪用し
て休業を敢てせんとする傾向生しjとのべ.北海道鉱業
は fi'tTr次怠業者を生じるの傾向ありJ，あるいは仁被保険
者全般を怠業状態に導きたるの傾向あり」とのべ，釜石
鉱山は「仮病者も少なからざるべく jとし，入山採炭I
「労働争議IC従事II~φ休業期間に之を応用して軽症の療
養そ申出て其の受くる傷病手当金IC依り生活を維持せん
とするの傾向を見る {ζ至れηJとのべ，大日本炭破勿来
健闘E合は 「仰丙lζて休業せゐとする者等著しく地加しj
とのべ，岡本土高荻坑健保組合も 「休業を要せざる病人文
は甚だしきは病人にあらざるも一円強いて保険医の診療
売を乞う傾向ありJ， fil!t民を養成しつつあるの観を免れ
-37りー 社会福祉学
ず」とのベ，東路炭破弥生鉱業所も|其の権事l陪乱用懇
用せんとする」とのべ.同社亀山鉱業所も 「桜症なるに
も拘わらず休業治療を受けんとする者著しく治加せる」
とし，主城l突破も「鉱夫等が如何に之を悪用しつつある
かを明らかに見るJと訴えているのをわれわれは見る乙
とができる。
以上のように長門起業炭繍l社のみを除いたJO社が
安易な休業，傷病手当金の受給を問題視しているのであ
り，仮病とか惑問という攻撃的な言葉すら多 、見受ける
のである。
乙乙で，実際に仮病.悪用.乱用が実際lζ100.%事実
であったかどうか，鉱山資本家がどの搾度篠認しえたか
不明である。しかし，それは鉱山における労資関係の不
安定さと，工場よりも多い休業者数，日数が.鉱山資本
家IL対決的姿勢をとらせたものだと思われる。
しかし，すでにみたように，東洋経済新報も鉱山以外
に悪用の声そ聞かないという当時の指織を考え併せてみ
れば，鉱山業ICお付る従来からの過酷な労働条件が坑夫
の肉体を蝕んで来た乙とがI f包療保険法Kより受診の経
済的障害が取り除かれた ζ とを契機lC，業務外の私傷病
の受診を急激Ir増加させるζ とにな『た点そ見落しては
ならないであろう。
(3) 生産能率に与えた影響
ζの影響は，生産能率が上昇したという積極的 ・肯定
的な影響の有無と，悪化したという消犠的 ・否定的な影
響K対する有無の両側面がある。
まず，生産能率が向上したと答えたものはl社もない。
その効果はすぐに現われるものでないので，当然だろう。
しかし， r将来は良くなるはずだJ，i厘論上よ くなる
はずだ」 と見ているのは， 赤線検温器，大日本電L1，藤
倉電線.富士製紙および今村製薬の5;f士である。
つぎに，生産能率の増進への影響 ・効果はなかったと
いう形で答えたのは。日本皮革，今村製菓の2社である。
さらに，正負いずれにせよ「彫響がなかったJ• i少
なかったJと答えたのは.富土瓦j街紡績，安中電機，芝
浦製作所，東京瓦斯電気工事，石川島造船所，赤線倹鑓
器.大日本電球，東京計器.大島製鋼所，日本製粉東京工
場，三省堂，築地活版芳r.南商庖工場，以上の13社であ
る。また I r不明Jと答えたのは， 東京毛織.目立製作
所亀戸工湯.大正製酒，共同印刷所の4社であるが，考
えようによ「ては，乙れらは著しい影響がなか「たとい
うζ とそ示すものであるともいえよう。
乙れに対して，生産能率が「減退したJ，r悪化したJ
とするものは，下回製糸 ， 深川鉄工所，藤倉i~線，富士
製紙， 三共品川工場，小島ゴム.東京議議，東京印刷，
(31) 
明治製糖の9i土である。 ζのう九 ，iJ1長倉電線と東京印刷
は「多少」誠辺ましたという程度であり，富士製紙は 「一
時減退せる嫌なき1<:非ざるが如し 1という程度で.また東
京議議は「当初…一新規工員を補充せる等の関係上生産
能準lζ於て低下を見た り」とのべているがpζれらの4
社は.生産能率 (減退)への影響を余り大きく見ていな
いといってよいであろう。
したがって，著しい生産能率滅返の影響を受けたとす
るものは，三共品川工場(1首長を必要とする)，明治製
糖(i頗る低下を来せりJ)の2社にすぎないというと
と1ζなる。
ζれに対して.鉱山では影響は深刻である。すなわち.
鉱山11祉のうち 9社までが生産能率κ低下を見たと明維
に答えている。
まず，能率への影響を「本年一， ニ，三月の実績に徴
し之を見るときは別段取りたてて云う程の影響なきもの
と認むjと答えたのは三菱金よ業であるが， 業務外傷病に
よる休業の増加(前年同期の2-3倍〉を訴えながら.
冷静な判断だといえよう。もう l祉は大日本炭碗高萩坑
健保組合で r生産能率に如何なる影響を及lましたるか
を発見する乙とを得ず」と答えている。むお，釜石鉱dJ
は.1直接回答していないので不明であるが，itUi}jfーの低
F.私傷病者の増加の2点のみを影響としてき挙げでいる
が.その先Kは生産能率の低下を言外tζ匂わせていると
い『てよいであろう。
きて，てはどの程度の生産能率の低下であったのだろ
うか。しかし， その資料は少ない。北海道鉱業は10-20
%低下したといい，大日本炭磯勿米健保組合!i全体で10
5ち(但し個人では49百増加した)減少したと答えているの
数字を示したのは乙の2社のみで，王線炭績は， i保険
法実線以前の約倍数の稼働者を収容するにあらざれば従
前の生産能率を得る能ざる状態なりJと答え，あるいは
東邦炭磁亀山は「著し く低下したJといい，長門起業炭
織は「幾分低減せりJとその程度を示しているにすぎな
b、。
しかし.その程度の差は別にしても.鉱山では.工場
と異なり，大多数のものが生産能率は低下したと答えてい
る点IC注目 しなければならないであろう。
続いて，同業組合 ・諸団体についてみる。生産能率の
低下lζ言及しているのは，東京製薬同業組合と日本工業
倶楽部である。 八王子織物同業組合も影轡は小さくない
が具体的数字では把爆できないと している。
日ι方.東京菓子同業組合は「特記すべき影響を認めずj
といい，また日本羊毛工業会は「好影響を及ぼした ηと
認むる能わずJと答えている。
坂L1:資本家からみた健康保険法施行の影響 -371 
生産能率への影響lま‘個別企業のレベルをとえると.
実際問題として犯握する ζ とは仲々に悶様であると思わ
;t"tる。
(4) 保健状態に及lました影事
ζの点は，健康保険法の積桶的効果のI煽てあろう。
まず，工場についてみる。
良好な影響ありとするのは， i一般』ζ保健状態良好な
るものの加しJ(18.し， r統計的に表示し能わずJ)と
答えた大正製酒のみである。反対lζ，否定的な最先事を認
拘るのは， i健康状態は法の実地前よりも良しからず」
と答えた深川鉄工所の l社のみである。 現，(f.のところ不
明とするものは共同印刷lであり .直接回答していないの
は，富士瓦斯紡絞，下回製糸， 今村製菓，k.島製鋼所の
4社である。
それ以上の21社は，~t:影響を認めずとする も のてあ
る。 6'(jiかに， 保健上の効果はあるにしても .I宵らに現わ
れるものではないから.その問答結果は当然なζ とでも
あ「ただろう。
ただ，将来1;1.良くなるであろうとわざわざ別記した会
社が.安中屯機.東京瓦斯電気工事，石川島造船所，亦
線検混i&，藤倉電線I Z富士製紙，小島ゴム，東点議議.
日本皮革，東京印刷、叫治製糖，南商庖工場の12社あり ，
在すこ「従業者{建j，J:!の地進l主将来間接iζtJ::産能率を高めん・
''Jと答えている友臼本電球を含めてもよいかも知れ な
v' .
乙のように，工局の多くは，健康保険の保健1:(健康
りの効果に期待をも っていた乙とがわかる。
つぎに a 鉱山についてみよう。
まず，直後回答していないのは.村井鉱業，釜石鋭、1，
東邦炭備弥生.王lTJ:炭舗の 4社でまた三菱鉱業はイ二詳と
答えてし、る。
つぎに，影平等なしと答えたのは北海道鉱業，長門起業
民織であるa
Eれに対して，入山保炭.大日本炭鏑勿来.同医i荻坑
の3札は好影響ありと答えているのが注目される。すは
わち，入山は!経症者の療養を受くるもの鼎加したる結
果健康恢復したるもの相当多数に上りたるJとのべ，勿
米は 「自由に診療を受くるを以て漸次良好となれるもの
と信ず」 とのへ，高荻坑も 「保健状態lζ就ては好結果を
及I~す ζ とは疑L 、なしJ とのべているのである。
なお，東邦亀Ll I鉱業所IJ~ . 保健状態K関連 して ， ~Rlþ 
の判1診・粗療Kより f恢復の遅延を来す傾向あ打jとい
う点、を街摘している ζ とに注意しておきたい。
このようにみると， 鉱山では，受診率が高橋したが，
モのζとK悩みつつも.その結果の良好なる乙とを願っ
(:{I ) 
ているとレ「てよいであろう。
なお， I司業組合 ";者団体では，東京製薬と点京製菓の
同業組合が保健上の幼泉のある ζ とを認め，半毛工業会
/jl不詳としたほかは， 言占えが見られない。
(51 労資関係に及Iました影響
乙の点に関する設聞は， I直接なされているわけではな
い。 従「て，回答もζの点に触れるものは少ないとい「
てよい仇
しかし，健康保険法が社会政策であり .産業平和 ・労
資協調策の lっとするのであれば乙の点に一応の注意を
払勺ておけ必要があろう。そ乙で，労資関係， J産業平和
等lζついて言及した会社をあげ，その内容を摘記する。
d主倉ffi:線は，健康保険総合 (被保険者数約1，000人)
を設立している関係上‘ I組合会議員&fl~事等はJtの公
認の機闘を和JlfJして、ド素団体的勢力の扶鎚に腐心しつつ
あるものの如く察知せらるるを以て，一朝労資両者!甘Hζ
円滑を欠さたる湯合之が渦を為す成れなきゃJと危↑具す
る1友会吐露するのであるが，ζれは健保総合が労資協調
lζ資する反面，被保険者の参加運営を認め，また9J資が
協議する湯を提供し，保障している ζとからν労働争議
などの場合に.労働者に宵手1]に作用する点、をおそれたわ
けであるの
また，東京印刷](政告健保)1<1， i保険料の徴収は一
般従業者の異議を明うる所κして ，為めに其の増給者く
は全負担方~事業土に要求し，容れられざるときは紛援
を主主起寸る虞れあり…将来若し保険料階級等の事ある
ときは是れ亦争議の極と為るJとのべ，おそらく は評議
会指導の「健保ス卜jの嵐にまき込まれたのであろうが.
その再燃に危恨の念を明らかKしているのであろう。
つぎI?:.築地活版製造所 (健保組合設立，被保険者約
400人は， r労働者より議員並に浬事を選出 し， 事業主
slIJよりも同数の議員;肢にE理事を選定し，両者相一致協同
して組合の事項並に事務を処f宅し行〈為め1(.，労資の意
志疎通し，次第に労資相平日し.事業管理上良好なる結果
そ*'たせりJ，そしてそり欽κ，事業主の保険料負飽の
I曽太も f総合会通して従来に見ざる労資協調の実績を挙
げつつあるによ灼，支IlJを(貧て余りありjとR阿佐にのべ，
健保組合の'JJ資協調的効果のある乙とを強調するのは注
目してよいであろう。また，怠惰の気風IC関しでも f被
保険者同志相戒め…・-勤務状態K悪影符なきにをれり」
と， ζ とで・も健保組含の効用を認めている。
さらに，同業組合についてみると， 東京製薬開業組合
ば，健康保険の保険料の負担をめぐって.かえ勺て労資
!日pζ新たな紛争を持ち込み. r両者間籾善の良風を阻
害する虞れあり， Wiして是等の事情は保険組合を構成す
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ベさ大工湯lζ於ては一月雪量員者fよるが拘1し」とのべている。
同じ乙とは，日本羊毛工業会も指摘し，保険料負担の
問題(j.i労働争議のー原因をなしつつある」とし.さら
にまた，健康保険が.従来の共済組合を無視し。 r画一
的に保険組合の設立を強制し.其の組織を悉く労資対策
の権利義務関係、iζ慣きたる結果.自覚なさ労働者は義務
を忘れ権利のみに走り，階級的立識を主主々強からしめ労
資協調』ζ却て暗影を投じたる如く思料す」とのべている。
ζの主張は.築地活版所のものと全く正反対の乙とを
のべている。羊毛工業会が望むような方向に労資関係は
進まなかったのは事実であろうが，どのような労資関係
を善とし惑とするかによ勺て. Iつの政策IC対する評価
が異なる例を示すものとして興味深し」羊毛工業会の問
題視する事実も，ある意味でIj，健康保険法が労働者の
核平IJ意識の伸長を認め，現実の労資関係に普及させよう
とLた乙とを物語るものであろう。そのようは一時的摩
鍍を絞っつ，健康保険制度は綴をおろし.定着していく
のである。
むすびにかえて
われわれは.以上において.健康保険法施行による影
響に関して，当時の有力な資本家団体であうたと乙ろの
日本工業倶楽部および東京商議会議所が行った調査結果
をもとに，その実態の解明』ζ努めてきた。
両調査は，本給て詳細K分析したように.大局的には
くい違う結果を示してはいないi3)そ乙で， 改めて再調
査を比較対照する作業は行なわない。ζ 乙では， 概観的
11:::向調査により明らかlとされた点を振りかえることをも『
て本縞の結ぴにかえたいの
健康保険法の施行により.企業が屍も大きな影轡をう
けたのは，業務外の傷病による受診の拡大と休業のj曽加
であ「た。もちろん， 保険料負但の地大は多少問題には
されたが.ζの調査では比較的大企業を対象としていた
ので.従来の企業内共済組合の穫I'~・見向 しゃ， 健康保
険への肩代りなどにより，それほど深刻な問題であると
は怠識されなかった。
まず，受診の拡大であるが.それ自体を問趨にするこ
とは少なかったとい「てよい。また.受診件数や日数の
増加による保険財政上の支出増加もあまり問題にされむ
かった。 政府管掌健康保険の場合，保険者は政府であ川.
しかも診療報働肢仏様式 (方式)は人頭制であ-.1こから.
事業主は保険財政iζ気を配る必要はなかったが.しかし.
雨調査では健康保険組合そ設立するものが多かったから.
または鉱山の付属診療機闘を有し.また医師会との診療
契約も併用していたようであるωJが.定額方式 (出来高
払い制)で契約するものは40%に満たなかゥたから戸)
受診量の階大が療養'l'iの増加 ・診療報酬支払いの榊加K
直接結びつかなか『たのかも知れない。
と乙ろが，休業 ・欠勤の増加("1，それが傷病手当金の
支給対象となる場合lζは，診療報酬の湯合とは異なり，
その抑制l方法は存せず，そのまま保険財政上の支出とな
る。だが， ζの点を問題tζした保険者 ・事業主は少なかっ
4 ・
十』。
事え主が問題にしたのは.生皮能率上との関連Icおい
てであり，そのζとlζよる生産費 (コスト)への影響で
あった。
しかし，乙の点に閲して.工湯と鉱山で異なった傾向l
を示している。工業倶楽部の調査では，鉱山を含んでお
らず，乙の点は明療ではないが，東京商業会議所の調t
では明らかであるc
ζの点はすでに見てきたように，鉱山では「仮病J. 
f怠惰の気風」という敵意IL満ちた言1誌を用い.私傷病
による休業の土台加を攻撃し，生産能率の低下を憂慮した
のであった。それは，鉱山労働者特有の危険や労働環境
の劣悪さによって傷病か多発しているという状況.また
鉱山という地毘的に隔離された僻地において炭作街
を形成して性活を営み，同戦意職.連得意識が強く.
f地縁ぐるみJ.r家族ぐるみJ(後の言葉であるが)
で労資関係が展開される状況において， 健康保険法総行
の影響は.鉱山において集約された形で現われてきた乙
とに対応するものであった，ともいえよう。
したか勺て.i反病による健康保険ω忌用という批判は，
鉱山資本家団体から強力lζ提起されたものであり.工場
の資本家からはそれほど深刻な問題として受けとめられ
たわけではなかった。それは，それぞれの調査において，
側々 の工場の回答において明らかである。
fこだ，工業倶楽部や東京商業会議所のこの調査結果が.
そのサンプル数からいって，どの程度信頼できるのか.
それが他の企業についてもあてはまるか。 個別特別な事
例なのか筆者(j日月D'{IL判定する乙とはできなし、。しかし.
調査結果そのものは虚像ではなく.乙乙に収録された企
業の平瑚娘像としては信頼Lてよいであろう。そして，
さらに比絞的大企業についても.ある粍度妥当な傾向と
いってよいであろう。
そうすると，乙 ζてやや結論的IC言いうるととは，工
繊の個別の事業主レベルては.健康保険法の影響を比絞
保険財政Ic無関心でいられなか司たはずである。しかし， 的冷静にうけとめらね，その効梁IL対してもある得度期
健康保険組合を設立した大企業では，約半数近くが工場 待されていたようである。工喝はもちろん.鉱山ですら.
(32) 
坂口 ・資本家からみた健康保険法施行の影響
? ??，??
彼保険者への保健状態 ・健康状態への効ffJをある程度認 て，その後健康保険制度を後ilさせようとする制度改
めていたようてある。 有~~が何度か鍵起志れるが. i愛ilは実現されなか司たの
それ蜘ζ.船長保険法はむしろ正叩ζ繊能したのてあー も，当然の乙とであ 「たかも知れな~ '0 
I L t~1 
富士瓦斯紡績附
東京毛織側
ト国製糸笥1
1側H立製作所亀戸工場
側安中電機製作所
制深川鉄工所
側芝浦製作所
東京瓦新電気工条附
附石川烏造船所
赤線検温器術
大日本'iULf1(i附
l同東京計器製作所
側大島製鋼所
藤倉電線岡
定土製紙附
三共闘品川工場
第4領事業への 一 般的影響
東ゑ商業会議所 健様保険法範行の影響1と閲する却資結果僚委(11
0 健保は従来の共済組合と笈りなく(料率.給付)、 著しい影響なし。
o ~起胞後半年IC過ぎず報告する ζ となしの ただ、従来の共済組合を廃し、健保と前
悔しはい給付は全客員会社負担としたので、経費は4万円地加した。
0 怠怖の気分を助長する傾向あり、 1並道人心上段も考慮を要すべきと信ず。
仁l 未だ明確で-はないか、工協法の扶助料は.fJO客員9千円程度てあったか.健保保険料
は約1万5千円の負担となるd。認むるべきものなし。。従業員は彼保険者たる ζとを喜ばす、欠勤者多数tζ上り.能率もとからす、全く
事業主の期待u:.相い反し、国家産業上への影響大江りと思考す。
0 事業主の負問地大したること。。日浅く、}命ずるζと能わざるもの多し。受診は地JmL/.よか、欠勤率か増大したと
は必ずしもさえなし、。被保険者の独立心の表退を憂慮すー。日浅く.未だ顕著ならす。従来の工t易法による扶助議務IC加えて、事実上彼保険
省の保険料も全部負但したので、相当の負但であるω
o ")長だ著しき影響を認めず。
0 イ.当社は簡易作業工湯にて、業務上の傷病者{よ過去1r.Li名IC過き-ず、その1資
も数百円であったが、実施後の負mも年額約 1.500円とな勺て、会社の負担が増加
し、生産費の港額を来し、利益を減殺した。
ロ，私傷病にも適用されるので、人心安定の効果ありま
(i 当社では、工職員による相E扶助の赦務会が本人及ぴ家践にまで救済方法を講じ
ており.施行前後は余り異ならす、事業IC及ぼした影響は少なし。
O なし。
O イ.実縮以来臼浅きため顕著fよ影響は少ないが‘会社の負担経費は年額 I万円余
の噌加となった。従来の工湯法扶助料は療養費 ・休業手当金5千円、相互扶後会補
助3千円の<it8千円であったが、健!長保険による負mは!万8千5百円となり、従
来の2.3倍の負担である。
ロ.組合会、盟事会を利用して団体的勢力の扶航IC腐心しつつあるように思われ
るか.労資問lζ円満を欠く~合IL禍恨となるl1tれはなきゃQ 被保険者か仮病により
休業手当を受け、怠業する乙とあらl王、国家~業上白白しき結果を招くものと懸念
する。
0 日浅く資料なく、的uiな断定はできないが、数カ月の実情よ内書えは、本制度は
むしろ社会の要求に先んLて施行せられたもので、しかもその内容は労資の対立を
基礎とし、その規定は複雑で、労資ともに暗中模索している tlC、その負但の重き
乙とを労資双方訴え、加えて医療機関の施設円滑はらざるを以て不平不満の声があ
る。しかし.医療機関の普及凋節を得る乙とができるならば、 ー般的彰響も良好と
なろう。欠勤者約2害lJ3分、 U数約5害IJ1分の増加を見るに変れり。出勤者にして診療の
ね作業時間の一部を消資する等を加算するときは、生産能率Ic多大の影響あり，今
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小島ゴム工業側
東京進護側
人:口本レザー附
日本製粉附東京工場
今村製菓l側
大正製酒側
東京印刷j側
側三省主主
共同印刷l附及健保組合
i側東京築地活版製造所
附南商庖
明治製糖側
l鉱山]
三菱鉱業側
村井鉱業側
社会福祉学
後所定の作業を主遂行せんとせば、 t普員を必要とするの状況は打
O 健康保険関係法焼は復維を極め、運用上執務専属者を必要とし‘とれに相当する
経費及び給与を要する。。施行当初受診者か念、滋l亡増加したためIC作業にイミ使を感ずる結果、人員の増加を
余儀なくせられ、事務取級いK繁維を来し、保険料の負但等は工賃間媛伎の増加を
来し、生産震の増加は事業経営上一般の負担を大ならしめたり。ただし、工貨のみ
は臼を絞るに従い幾分落ち着きを見たる傾向あり。。社会政策として遇当なるも、法の内容、運用において欠陥あるを説、む。一般的影
響は未だ著しくあるを認めず。。従来の共演会に対するより経費負担著しく増加せり。事務綾維にして執務上の手
教地h日せり。
O 事業主保険料負担は1927年 1-4月の1カ月平均の総額で67円目、総額給料に対
して 1円当り 2銭06弱、従業員l人にlカ月苧均49銭8麗なり。事業1:及ぼしたる
る影響は好成績と認めf与す司
0 不明。実地後円浅く l直ちに列挙できはいが、保険料の徴収i乙一般従業者は呉議を唱え、
i包給もしくは全負但を事業主κ要求し、紛議を惹起するの虞れあり。 放に事業fl:.及
lましたる影響少なからず。 将来若し保険料地額等の乙とあるときは.また争議の種
となる乙とは明らカsである。
0 未だ表面1:.現わるるに至らず。
0 今暫くh対号を見るにあらざれは.確かなるわl断を為す乙と能わざる。。当社では健保法の実施前にその目的をよく説明せるために争議も起ζらず、多数
は乙の制度:を喜びおれり。工場管震のl扇では、労働者は議員、理事を選出し、事業
主も同数を選定し、労資一致協同して組合の事項並びに事務を処理するために.労
資両者の窓思疎通し事業管程上良好なる結果を来たせり。事業主は保険料の負但lζ
関し伺当経質の支出を要するも、組合を通じて従来IC見ぎる労資協調の実績を学げ
つつあることIcより、支出を償て余りあり。
0 実胞後日浅く未だ見るべきものなし。
0 日浅きを以て軽々に断じ得ざるも、会社ILおける念銭的負制の地加を挙ける乙と
ができる白すなわち.胞行前の会社負但 (1925年1月初日-26年1月25日)は、療
養費総額219円29および休業扶助料総額249円78、合計469円01であったのに対し
て、胞行後の会社負但の保険料および1回目以後の休業扶助料(公傷病K由る)の
総計は1，440円00で‘約31告の負但f包加となる。
。イ.実績tlC就き具体的調査未済のため未詳。
ロ.事業直接の設備等ICは5}IJ段の変化l;t来していはいか、間接lζ会社専属医局等
の設備を改溢し、医員を増加させた乙と及び保険事窃IC就いては、純然たる保険組
合事務員の決定を見るまで.会社職員において凡ての該事務を担当処理させる等に
より、本来の会社事務上に相当の影響を及ぼす処あり。
ハー鉱業労働者は一般に移動が著しく、それに伴う保険関係事務も著しく繁維に
えよると共に、妹fC稼動者の逃亡多き炭鉱ではも皮保険者の保険料取り立て不能に陥り司
会社の領失を招く例少江からず。
0 健康保険の取級手続きに関し、特IC)在任または専任係員の培員を要するなど、炭
鉱事務は非常に復維を米し、また統計上従来鉱業法による扶助料支出額の倍幼以上
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北海道鉱業側
釜石鉱山側
長門起業炭磁(附
人山保炭l側
た日本炭磁l附
勿来健康保険組合
大日本炭磁1掬
高五百坑健康保険組合
東邦炭備側弥生鉱業所
束手[1炭繍鰍亀山鉱業所
王減炭繍(附
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の負H!JI普加に至り、経費上の打撃少なからす。
， ， イ.被保険者の治療はほとんとその大部分を当社経営の医局lとおL‘て引き受けて
いるが、同本医師会より交付きれる毎月の診療報酬金は笛だしく少額である心即ち、
予算は l点当り20銭と称されているが、実際交付金額は l月…1銭28 2月 .5銭
36 3月…3銭52と低Fしている。保険料の負担ある上lC、さらに医療費において
も莫大な領失を二重に負担せざるを得なし、状態にあるo 強いてその煩うたを減少させ
るために不完全な治療を胞すとすれば.傷病回復の時期を遅延させ、ζの方面から
受ける打撃もまた長大である白何れするも、医局を自営する事業主は事業の不振を
招く 1<:.至らんとするa
ロ.本制度は、多種多燥の書額縁式ある占fI:.被保険者への説明.了解させるとと
は容易1:あらず、事務を取り倣うために幾多の講演 ・講智会、協議会会開催し、里子
属の係員を配誼するが、事務繁雑で所轄官斤との照会.訂正などIC無駄な時間と精
力を費やし、一般炭鉱事務を渋滞さ，せる乙と甚だし~ '0 
0 本法施行のため、 1年間約37，000円の支出の増加となり、即ち生産費lカ年約750
万円として1000分の5弱1<:.相当する。
0 当社は池鉱夫多く、作業1ζ精通し、危険率極めて4惜し鉱夫労役扶助規則によ
る事業主の負担は昨年 (26年 1-12月) 1年聞に51J円余iζ過ぎないのにおIして、
健保法実施後4カ月の事業主の負包金額は 1，283円余(私傷病モ含む)にヒり(被
保険者の同期の保険料は 751円余人 未だ短時臼といえども従前1<:.比L事業主負t1!
金は甚だし く噌高し、以て勢い収益の減少を免れ鍛き結果となった3。一般的影響は主IC傷病患者の増加と給付κよる生産費の榊加にある。
イ.傷病患者の増加 健康保険法実路後と実路前 1年間の実績を比較すると.実
施後Il:療養のための休業率は、業務上によるもの3.8場で、従来κ対 L26%の噌UO
gとなり、業務外はm協で、 90%の治期l率となる。次iζ、受診キは、業務上5.4 ~ぢ
で、1;ぢの上削日率となり、業務外はIL9Sぢで.日9.29ぢの地加率となる。よって、業
務上K因る傷病者は格別の培加を認めないが、業務外傷病者が鮭だし く激増した結
果、鉱夫就業率!C及ぼした影響は非常に多大で・ある。
ロ.1926年度における平勾出炭1トン当り保険給付に関する経費は39.5銭(うち国庫
負担金2銭)であるが、 とれを、事業主は28.2銭、被保険者は9.3銭のさIJ合 〈標準報
酬l円1:っき労資2銭対6.5銭7で負担しているヲ乙れに対し、法実施前1カ年聞
の当社の業務 tの負傷者に給付した医療費、休業手当、埋葬料などの支出は、出炭
1トン当り 14.9銭とIよる。したがって、業務上傷病への給付費を新旧不変とす判ま、
新たな業務外保険給付費用は 13.3銭となり、 乙れが出炭1トン当りの経費地力日とな
る。
O 休業者増加したため、鉱夫の地員が必要になり、経費の増大を来すと共lζ、募集
意のままにならず、従って生産設減少し、生産賢{抗日て高くなり、一般経営上困難
を感じつつあり。
0 私症者数が治加し.休業日数も増加し、従って勤務率も減退し、以て一般的IC事
業lζ影響を及iま't.乙とは疑いのない乙とである。しかし.数カ月の統計では著しき
影響を立高Eできはいε 少なくとも 1年間の実績に徴した後に是非を論じt1.ければ、
早計K失する鎌いあると信ずる。。休業率噌加して、生定能率を減殺し、 費用高加するを免れずu
0 健康保険法実施前の傷病者は在籍人員の 5.4 ~揺であったが、保険法実路後は 12%
の割合を示している。。健康保険法脆行以来、稼働者の能患は減退したのglJ記統計は休業者の増加数の調
査であるか、乙れにより鉱夫等の悪用を明らかに見るζとができる。
(35) 
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l同業組合|
東京鉄工機械同業組合
八王子織物同業組合
東京製薬同業組合
東京菓子間業組合
{諸国体!
大臼本紡績連合会
円本羊毛L業会
活気協会
石炭鉱業巡合会
常磐石炭鉱業会
臼本工業倶楽部
大阪筒業会議所
国際労働協会
社会福 'I~ 学
O 彼保険者は保険料を収める乙とを搬うので、実際ILは事業主が負担し、戦工の他
工場への移動を防止している。ζれは.保険法の徹底せさるに因る。
0 著しき影響は未だ認めず(小工場はほとんどなく、中工湯は多少ありJ。 保険事
務の繁維の為め、事務員を憎置するの必要を生じたり.総工の侮輝監管の本来の任
務そ十分発傑得ずして、能率を低減させた。被保険者は負担金額を全部事業主IC負
担させようとし、法律の精神を実行せんと欲すれば、労fi聞に感情の組量á~択すgtれ
あり。是等の事情は保険組合を織成すべき大工場において一関顕著なるが如しa
0 特記すべき影響を認めず。
。イ . 保険料の負荷過電にして生産費H~~長せしめたる乙と。 事業界不況の際事業
の経営を困難ならしめ、中小工業の苦衷甚だしきを見る。
ロ.労働争議の一因をなしつつある乙と。労働組合は保険料は全額を事業主にお
いて負担すべしと唱え、争議を頻発せしめ、事業主IL対しi労働運動IC苦慮せしめつ
つある現状なり。
ハ.自党なき我国労働者1:対しJ権利観念を強からしめ‘労資協調を阻害しつつあ
るζ と。健保法li永年の歴史を以て発j委し来りたる共済組合の存立を無視し、画一
的保険組合の設立を強制jし、其の組織を悉く労資対等の権利義務関係に置きたる結
果、向覚なき労働者は義務を忘れ権利のみに定り、階級的意識を芸品々強からしめ労
資協調IC却て暗影を役じたる如く思料す。
0 医療の極周.仮病IC因る休業の増加iζ伴う給付地大をその弊蓄の侵なるものとす.，
事業主にたいしてもその負担に適当の限度を設りその範囲内において自給自足 u十
入制出)を行わしめ、保険給付と同程度の救演を行う共済組台lこは官業と同しく適
用除外を認める ζと必要なり。
0 傷病者とめtする者激憎し、作業能&3は箸L<低Fするのみならず、労働者も保険
加入の強制lを喜ばざる者あり。療養の士制日は経費の膨張し、保険者の財政安定を宵
かしつつあり。
第41表生産能 率への影 響
fゴ:喝1
g士瓦斯紡績{欄
東京毛織附
下回製糸部
附包立製作所亀戸工場
側安中電峻製作所
東京商業会議所 健康保険法胞行の彩縛』ζ関する調査結果の復要 (2) 
0 目下のと乙ろ著しき影響なしれ
0 生産能率への彩轡は間後のものなれば、米だ的liな資料を得す。
0 受診は増加し、軽度のものでも休業希望者が地加し、生産能率は減退し‘怠惰の
気分を助長する傾向あり。
o ~ミだ明確に知らな し 、。
o aめる程のものなし。
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出深川鉄工所
附芝浦製作所
東京瓦新電気工業附
附石川島造船所
亦線検極書告側
大日本屯球附
側東京Z十&;製作所
附大島製鋼所
藤倉i電線側
宮上製紙欄
二J~(附品川工滋
小島ゴム1-.:定側
東京護護側
人;口本レザー附
円本製粉(附東京工場
今村製薬附
大正製酒附
東京印刷脈i
(附三省堂
l主Ih]印刷附及健保組合
側東京築地活版製造fl
l欄雨的r，t，
明治事選納剛
I鉱山1
-~工業附
坂口:資本家からみた健康保険法施行の彫響 -377-
。施行以来従業者の欠勤多数となり、話たしきは傷病手当金受給のため故意1;:欠勤
するものも見られ、また、業務への精励の精神を欠さ、自然観品の仕上かりも遅延
し、 一般生産上の能率は低ドした。
o B浅く、きうほどの乙となし。日後く、回命ずる乙と能わさるもの多し。受診は多〈伝ったか、欠勤がI哲加したと
は必ずしも言えなL、。 彼保険者の独立心の妥退を憂慮す。
o )長だ著しからず。
0 今日主での処具体的に表明するに歪らないか、将来好彬響あるへきと認、むる
0 実結後日浅きため格別の変化は認められないが.従業者の健康の地進{主将米間接
的iζ能E与を高めると思惟せらる。
0 生産fi~1容に影響を及lました事実は極めて少ない。
O 影響なし。
o l1l論ヒl;t健戚の向上1;:イ料、生陸能率l草地進するはずであるが、未だζれを認めす‘
むしろ欠勤率が地加し、また本法の運用に障害されて、生産自信号事は多少減退の感あ
り。。将来は労働者の健康地進し.生産能率も向上するはすであるが、実施後日浅く影
響をJえた具体的に知らず。 現在ではむし5従来の疾忠の療養により生産tiM-~は一時
減~の煉いを感じる。。欠勤者，;t約2割3分‘日数は約5制l分のt普加を見るにをれり。H1勤者にして診
僚のね作業時間の H認を消貸する等を力目算するときは.生産能$1<:多火の彫轡あり，
今後所定の作業を遂行せんとせば、地員を必要とするの状況なり。
fワ 仮病1;:て欠勤する程l乙至らないが、賃金の6割保障の傷病手当金との関係上欠勤
勝ちの傾向で.&<lC:生産能率は予定1(.達していた5い包。当初熟練仁欠勤のため生産能率tc.低下を見た生産費に対する工貨の害IJ合を実総
前後で比較寸ると、 1926年 1-4月平均で14.3%、 27年同期の平匂で14.5場にはるe
O 実施のため特に能唱を地進した実伊lは認められない事。未だ著しき影響ほし。
(コ本法Ms行のための能率地i.iflはなきものと認むe
O 不明。
0 当初保険料徴収1:関し一般従業員怠業.謀議し.要求嘆願の挙にl封する等のため
少はからず生i1!能率』ζ影響を及ほした。欠勤者Il:.手当金の支給あるため欠勤日数別
加の傾向]あり.能率lC多少の影響があるa
0 未だ表面Iq見るるK至らずz。今暫く成行を見fj.ければ、 6fiかな判断を下すことはできιぃ、
o td_ L。
0 未だ見るべきものなし。
。臼浅きを以て経々に断し得さるも、大体の影響として、欠勤地加に伴う能率の低
下、欠勤日教の地加による能率の低下を挙げる乙とができる。すなわち，軽症の傷
病に対しても無料lζて受診できる結果、 一般1:怠惰の風を生じ.また軽微なる疾患
をこの機会IC治療しようとする傾向が顕著で、作業中治療受診の為め1.2時間工湯
を抜け出るζとがあり、医師となれ合い些少の傷病でも休業日数を延ばす傾向は少
なからす。その結果、休業日教は激土台し、生産能率は頗る低下した門
。本年1.2.3片の実績に徴しこれを見QIr.jは、別段取り立てて言う尽の影轡なきも
のと認む，， 
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村井鉱業側
社会福祉学
0 被保険者1;、保険料負t!!の袋務か生じたが、その給付κより生活状態に多少余裕
を生じる!L至り、勤務努力の風減退し.生i!E能率は一般1<:低下したものと思われる。
北r毎道鉱業側 O 労働者の平案 1カ月の稼働口数は暦日数に対して6-7害1)1<:過ぎず、 1カ月休業
の傷病手当金は、標準報酬金の6割を支給されるので. 1:カ月稼働して受りる賃金
と大差なく、漸己記怠業者を生じる傾向あり。なお、本法胞行後の出稼率は施行前と
比較して10%ないし20%嫁少した。
釜石鉱山側 O 出役歩合の焔少、私傷病者の噌加は争えない事実であるa
長門起業炭碗糊 O 一般鉱夫は保険料を規則的に徴収されているので、経微な故障Kも一々医療を受
けな付れは自己のI員失になるとの傾向も見られる。該法実節前と比較し生産能率は
幾分低減した。
入山J%炭{鮒 O 施行後軽症の不健康者は休業療養するようになり、健康者のみ従業する関係上‘
生産能不はf嬰論上向上するはずであるが、未1:的6'[な統計なく不明であり、全体の
従業員数iζ対する生産能窄は生産怠より見て低下した徴しがある。
大日本炭碩勿釆健保組合 O イ.本年1-4月の総生産量は前年同期と比較して約90%である。
ロ 個人の生産量は向上約4%の埼額を示す。
大日本炭自由高萩坑健保組合 O 相当期間を経過した後κ実績を徴するにあらざれば、正鵠を得ず。
東邦炭備側弥生.鉱業所 O 従来私傷病には何等の教情なく、公私傷病者も余程の乙とがなければ休業しなか
ったが.健康保険により軽症の私傷病者もほとんど全部休業・受診し.その給.¥11.山
縁不良となって生産1(.怒影響を及lましている。
束手f!炭繍附亀山鉱業所 O 傷病者増加のため生産能率は著しく低下したc
1:減氏自由附 O 逐日休業者は噌加する傾向にあり、従来の倍数の稼働脅を収容しなければ、従前
rl寸業組 合]
東京鉄工織械同業組合
八王子織物同業組合
東京製薬同業組合
東京菓子同業組合
1諸団体1
大日本紡緩連合会
臼本羊毛工業会
電気協会
石炭鉱業連合会
鉱山懇話会
常盤石炭鉱業会
日本工業倶楽部
大阪商業会議所
国際労働協会
の生産能率を~~る乙とができない状態である。
0 口浅く実状を列挙する乙と得ざるも、受診増加の悩向ありの生産能率1<:&1ます影
響少なからず。保険署の手当の受給者は総被保険者の約 1!lHζ過ぎずQ。男工の勤務状況は著しき差異を認めす、女工は欠勤数のヤヤ著しき増加を見るι
経症の受診をf乍業時間の一部において消費する者多く、生産能F容を挙げるには増員
を必要とする状況なり。大工場て著しい.、
O 特記すべき影響を認めず。
0 日銭く充分に調査研究せずも、好影響を及ぼしたりと認むる能わず。
0 傷病者と称する者激憎し、能率は著しく低下するのみならず、労働者も保険加入
の強制を白書ばざる者あり。を設養の地加は経費の膨張を来し保険者の財政安定を曾か
しつつあり。
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第42表勤務 ・保健状態への影響
{工 場j
富士瓦斯紡績附
東京毛織附
下回製糸部
附日立製作所亀丙工易
(m安中電織製作所
恰!深川鉄工所
側芝浦製作所
東京瓦斯屯気工業側
側石川島造船所
亦線検温器附
六日本電E者側
(欄東京計器製作所
側大島製鋼所
藤倉電線側
富士製紙(附
東京商業会議所 鍵燥保険法実施ILよる影響1:関する調査結果の織委(，3)
。日ドのところ者しき影響ほし句
仁} イ，従来、業務外傷病には、共済会規定で1年60日以内 ・賃金臼額の3分の 1-
2分の lの傷病給付金を受け、僚委給付の支給は寄宿女工のみであったが、健康保
険給付はそれよりも条件がよく、 慢性疾患の受診も噌えたので、従来よりも傷病欠
勤数は増加した。
ロ . 勤務 ・ 保健状態に及ぼした影響は統計上未だま~:'f:IC:表われず。。受診は増加し、軽度のものでら休業希望者が増加し.生政能率は減退し、怠惰の
気分を助長する傾向あり。
つ ィ 業務外休業にも傷病手当金を得られるので安心して休業し、幾分欠勤度数と
日数の附加傾向がある。
ロ.保健状態は未だきしたる影響なし，。現在特IC:ないが、追いisい保健状態'iQ好になると信ずら
O イ 施行後欠勤者多数となったロ
ロー総じて健康状態は施行前よりも良いとは~ ¥えないレ
O 施行後日浅く取り立てて述べるべき ζとなL.
仁) イー日浅く、論ずることができないもの多し。受診は多〈なったが、そのために
欠勤率が培IJ日したとは直ちに断言できなし、。他行後は、被保険者も一般に病気の重
くなる前に受診し、重病患者を減少させ、死亡率を低下させるものと思われるε し
かし、半面彼保険者の独立心を衰退させる ζとを憂慮する。。イ.従業者の勤務状態に影響少なし。幾分業務外の傷病者の増加傾向はあるか、
仮病、台、業の奨励ICなる虞れはないようである。
ロ 保健状態は従前よりも良好になるはずであるか、そのために出動率には影響
なしD。現在、具体的κ表明するものははいが、将来好成絞を期待しうる@。イ.施行当初]は軽微な疾病でも受診したので、一時僅少の欠勤率の増大をみたが.
五見時l孟平態iζ復す。
口.従業者の健康状態は変化を認めず。
u 従業者の勤務振りは施行前と敢えて異なるところなく‘絡行後も仮病もなく.欠
勤率l乙変化なし。
ロ.保健への影響1c.，;I.特記することなしむ。一般に業務上傷病は減少したか、業務外傷病は多少増加したH。イ.従業者の勤務状態は、前年同期IL比較して特に女チ1<:て低下した。女子は家
百十補助的届1業の状態で、休業手当を受けながら、家事lζ従事するものが多いと認め
りれる (1926年1-4月の予均欠勤司訂正男 5，6労 &:11.7% 27'rjo1-4月、lL均で
男5.6% !r. 15.6 %であるん
ロ.保健状態にっし‘ては比較すべきものはないか、今後僚養組織が完全i乙なれli.
その結果当然向上するものと認めらるa
ハ イ.随行後従業者の勤務状態はやや不良の傾向を呈する。当社13工局、 i械工4.:l00
名の欠勤率は、 1926年 1-5月平均の594 ~ちに対し 、 27年 1 5 月平均，j: 7.1 ~5( 2
月より急増)で、平均1.16%の憎加である。これは傷病手当金受給を目的とする自
然欠勤者上院加の弊の順致と認む。
ロ . 保健状態への影響については施行後数カ月で実状は知らないか、今後本~I~I度
発達の晩には保健上に好結身さをもたらすものと思考するよ
(39) 
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小島ゴム工業附
東京護護側
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今村2製薬附
大正製酒附
東京印刷側
側三省堂
共同印刷附及健保組合
側東京築地活版製造pJr
(関南商庖
明治.!!1糖附
社会福祉学
。イ.施行後の従業員の勤務状態は、欠勤率が地加した外は、服務中lζ何等の変化
を認めない。
ロ.保健状態は目下見るべきものなし"
0 仮病ICは至らないが、傷病手当金を目当てに欠勤者多き傾向を示す。
ロ.医療を受ける乙とが自由になった点で健康保全上司なりa
0 イ.当初は種々の観念、により受診者が急憎し、作業lL不便を感じ、前途j(.不安を
抱いたが、漸次減少の傾向を示している。
ロ.保健状態への影響は、従来K比して早期Ir.治療を受ける傾向κあるので今後
良好となろう。。イ‘健康保険により、 その運用宜し く従業者l己保健上後顧の憂いなければ、安ん
じて就業できるがゆえに.将来良好なる影響を見る ζとできょうが、現在著しい影
響は認められない。しかし、従米、軽微な病気は等閑iζ付し.止むを得ない犠合IC
も専ら売薬により補ってきたのを.本法施行以来は医師の診察を求めるものが僧加
する傾向を見た。
ロ 以上の効果は未だ不明であり、ために従業者の衛生状態が著しく改善された
という実績は聞かない。
O イ.米だ十分な統計を得ないが、公傷率の培減はないのに対して、私傷~は鳩加
した。 ζれは従来放置しできた疾病又は貸薬等自宅療法によってきたものが、医師
の治療を受けるに至ったためである。なお、病気欠効率は前年1-5月IC対し本年
同期lζは1.28倍の増加である。
ロ.保健状態IC関して未だ具体的影響モ見る乙とはできない。
o 1927年 1-5月の勤務状態は、昨年同期に比較して悪〈、特lζ]-2月が辰も怒
い。その理由として、 a.従来の病根を絶つため、 b.行かなけれは1員という心よ
り C. 傷病手当金を得るために数日休養する傾向にある ζ と、などが考えられる。
その結果、病線の絶えた時には生産能率上lζも多少の好影響を釆すものと思考され
る。
O イ.私傷病は3日の待期のために引続き欠勤する傾向のようであるu
ロ.一般に保健状態は良好であるようだが、統計的に示せはい"
0 イ.本法実絶後3か月の3日以上の欠勤者41人、延日数416日で、 昨年同期の42
入、 304日と比して人員は 1:名減少.日数において 112日滑加した。手当金支給等
のため怠務するものと認めらる。
ロ.影響は直ちに認められないが、従来薬を服用しながら出動する傾向が見られ
たが、今後健康状態は漸次好結果をもたらすであろう。
0 従来放置された程度の軽微な傷病にも治療を求める傾向かある。
O 今暫く成行を見なければ、 修かな判断をする乙とはできなし、。
0 イ.影響なし。施行当初は一部iζ怠惰の気風が生じたかの疑いもあったが、 組合
については被保険者自身の利害関係j(.直接影響のある乙と与ので、被保険者同志相
戒め.ために今日においては何等勤務状態IC悪影響ない1:圭った。
ロ.保険状態については各自欄戒め合うがために影響なしω
0 イ.勤務状態については未だ見るほどのものなし。
ロ.保健状態にも未だ具体的実績は認められないが‘診療の完全を期すれば、将
来良好な成績を挙げ得るものと信ず。
0 イ.一般IC怠惰の!誌を生じたととは疑いない所であるロ軽微な慢性的疾患をとの
際治療しようとする傾向が顕著で、治僚受診のため作業t:tl.21時間工場を抜け、休
業回数を延ばす傾向は少なくない。
ロ.一般に、保健状態は漸次良好に向かいつつあるようであるω
(40) 
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三菱鉱業側
村井鉱業側
北海jf鉱業側
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人山採炭l附
大日本炭問責勿来健保組合
坂口:資本家からみた健康保険法胞行の影響 -381-
。イ. a.業務上の傷病については日IJ段の変化を認めはいか、業務外の傷病者は保
検実』包後著しく噌加を示し、殊IC休業を要する者ICおいて基だしく、本年 1，2月の
例によってみると、前年同期に比し、 2倍ないし 3倍tζ達する場所少なからず。
b. 明らかIC仮病という程のものは認められないが、比較的軽傷病にして傷病手当
を受けようとする者または休業を長引かそうとする者の増加傾向は相当顕著である
と認められる。 ζれらの結果、出稼率低減の傾向(特1ζ女子労務者ICおいて)はあ
る程度まで免れ難いが、本年 J.2. 3月の稼動実績から見るときは、その程度必ずL
も顕著ならず。場所によっては却てその向上を示すζともある"aし、私傷病によ
る休業者の噌加は、従来軽度の傷病において受診しないまま単なる休業で済ませて
いたものが(当時は名目上事故休業とな 4ていたに 実胞以来傷病手当の関係lとよ
りそのほとんど全部が受診に至りし結果によるためであろう。
ロ.実施後日浅きため不詳匂。私傷病者の受診著しく増加し、従来軽症の場合押して就業し、売薬その他簡易伝
方法'Cより治療してきたが.本法実胞後は強いて医療を受け、長だしきは本法を悪
用して休業を敢えてする傾向が生じ、就業歩合は従来に比して良好ならず。。イ.被保険者負担の保険料率が高きとと、傷病手当金が多額である乙と、医療費
が極捕に少額である乙との三原因により、従業者の休業を誘致し易しかっ休業期
|訟を長期ICわたらせる事実あり。
ロ.保健状態については未だ何等顕著な変化を認めないのみならず、被保険者全
般を怠業状態lζ導いた傾向あり。。私傷病者は著しく激増し、内lζは仮病者も少なくない。。イ.勤務状態は前記に同じく、軽微な疾病にも一々受診する。
ロ.保健状態はJiIJ段の変化なし。。イ.従来は就業していた程度の経定な、例えば、結膜炎、トラホーム.鈎痛、耳
除、消化器疾患、花柳病者などが療養の給付を受ける権利の不行使を惜しみ、休業
して療養を受け、さらに労働争議中の休業期間Il:応用し、軽症の療養を申出て傷病
手当金により生活を維持しようとする傾向か見られたロその実例として、本年4月
[2日iζ発生した争議が紛糾するにしたがって傷病者の地加を見、終息とともに常態
に復したととをあげる乙とができるロ
ロ.保健状態については未だ数字を以て立誌できないか、軽症者の受診の地加の
結果、健康回復したもの相当多数花上がった乙とを認められる臼
0 イ 勤務状態への影響 本年1-4月の稼働率は前年同期lζ対比して.採炭夫
で約3%の誠少を見、係炭友以外の鉱夫は増減ない。しかし、実際、の休業者の増加
は著しく、不在者の整理により稼働率の低下が表箇化する乙とを仰えている。
ロー保健状態への影響 生活の脅威なく告白Ic受診できる乙とにより肉体の健
康は漸次良好となるものと信ずるが、呉体的な資料なしa 精神の健康は疑問にして、
就業可能な傷病でも傷病手当金を目当てIC受診、休業し、仮病にて休業する者著し
く培加した。
大日本炭破高荻坑健保組合 O イ.従業員の休業者、休業目数増加し、勤務率li減少した。純理よりいえは、動
東邦炭磁附弥生鉱業所
東邦炭峨附~， I ， ill';'業所
務司Eを培進すべきであるが、休業を要しない病人や病人ではい者も生活の保障ある
が故11:.強いて保険医の診療を乞う傾向あり。
ロ.保健状態については好結果疑いなし。
Q 被保険者は健康保険を当然の権利として考え、権利を乱用悪用しようとする板本
精神に甚たしき誤謬ありと思われるa。イ.軽症でも休業治療を受けようとする者著しく培加した。
ロ.保健状態は、神経痛のように医者も判断し難い患者多く、 一般傷病者につい
(41 ) 
382ー 社会福社学
ても医者か療養資制限のため精良な薬品を問いず、注射も避けるために回復遅延の
傾向あり。
王城炭破附 0 従来は公傷病者にのみ限定されていたが、実胞後は公私傷病者共々給付を受りら
れるので、軽微の傷病でも休業して巧周する者多し。
;主
I ) t出著 『日本健康保険法成立史論J.晃作@房.1985 
年，219-22ページ
2)労働法調査委員会(または労働法案調査委員会)は
19251平5月の普通選筆法公平おに伴ない， 労働組合法
案を第51議会IC提出しようとする政府の方針に対抗
て l 同年8月IC工業倶楽fisにおいて設置されたも
のである。委員は20名で 当時の委員長Kは内藤久
寛が選ばれている(r日本工業倶楽部二十五年史
(上巻)J， 1943年.487-8ページ)。
3)同上 r二十五年史(上巻)J(以下略記).567ペー ジ。
4 )同ヒ。
5 たとえば 『健康保険三十年史(上巻)J (272ペー
ジ)でも.r健保語調査委員会Jと紹介されているが，
後述の社会局への答申苫では， i当倶楽部労働法調
査委員会κ於て調査審議致し候Jと明催tこ「労働法
調査委員会Jと呼称されている。
6 )この点に関して. r中外商業新報J (1!-127fj: 5月初
日)は.5月24臼に「労働法案調査委員会Jが開か
れたととそ報している。
それによれば特別委員会の成案は.実際事務担
当者の希望なり議論にすぎず.線本間組IC触れてい
ないという。そして，具体実研究の方針として 11
健康保険組合の強制主義を任意保険制度に改める.
121各会社の共済組合を公認し， 健保組合と共演組合
の保険を併用し，自治的IC行わせる， の2網目をあ
げている。
7 )岡上『二十五年史(上巻)J . 569ベージ。
8 )協調会調査課 「健康保険法改正怠見記録J， r社会
政策時報J1927年9月号 (72-4ページ}
9 )日本工業Infl部調査課『健康保険法実胞の影禅JI 
1927年3パ， iはしがきJ3ページ。なお以下Iζお
いて単ICr実施の影響Jと略す。
10)健康保険組合連合会 「健保連三十年の歩みJ11973 
年)の I健康保険組合設立解散状況一覧J<資料A
>と 『健康保険時報」即時地刊号(1929年6月，;rs
3)，生第6号)の「健康保険組合要覧J<資料B>を
照会すると，多少の相違はあるものの.資料Aでは
神奈川県が事務所所在地とされている芝浦健燦保険
(42) 
組合を資料BICより東京府に移し.また，資料Aで
は投立時期が1926年12月22日とされている森永製薬
健康保険組合も資料sICより1928年4月1日に改め
ると.1927年 l月当時の東京府を(主たる)事務所
所在地とする健康保険組合は46と計量定される。
なお，熊谷滋一「健康保険組合勿財源と医療組織
κついてJ(r社会政策時報J1927年7月号 86-
7ペー ジ)における資料lζよると，東京府の健保組
合は47組合，彼保険者数日2，932人とな吋ている。
1 )問上『実胞の影轡J.rはしがきJ3ページ。はお，
1.日傘要項の二および三は.労働法調査委員会の審ぷ
を経て，工業倶楽部の「硲定意見Jとして別IC公表
されるので，乙の調査結果報告では省略されている。
12)保険料総額てはM紡績会社だけが.異常と思えるほ
ど大き く.44万787円となっている。 考えられる乙
とは.誤俗 (桁の間違い)か.1 fl:聞の総額(予算)
か.あるいは東京だけでなく.全国の支社・工場の
総瀬を示Lた.のいずれかを理由と しているのであ
るう。
なお.M紡績会社とは日清紡績株式会社f:と思わ
れるが，健保組合は各工局ごとに設立されている。
注JO)く資料B>によると.当時認、司されたのは.
本社工湯(亀戸)1.895人，酋新井工場1，160人
岡崎L湯2，368人，名占屋工場2.576人.高岡工均
231人.京総工場 (1929{f:2月4日J兵総工場健保組
合と合併)，浜絵工湯1.484人 ぃ合併後)で合計
9，714人<以上の人数は1929if.6月1日当時>と計
算されあ。ただ.不況期で設立当初より各工~1}とも
彼保険者数は減少していようが，それにしても.28
}jJ.14人は桁はずれであり.従って.年間の金額
という点、も考慮すべきであろう。
13)社会局『昭和元 ・三年度健康保険事業年報J15およ
ぴ13ページ。なお.同資料1ζ政府菅掌健康保険金体
の被保険者1カ月 1人当勺保険料は IPl2銭1[重
(349万5，997円-+114万865人)である。負担割
合は労使折半であるから，事業主負mは56銭という
ととになる。
14)同上『年報J(189ページ)Icよれば.事業主の負
但，Ol}切子の5てある健保組合は全体の59.6%を占め，
坂口:資本家からみた健康保険法絡行の影響 -383-
10分の 6-5は14.5%.10分の7-6は11.2銘， 10分
の8-71:113.0%.JO分の9-81;1.0.3%.10分の
9をζえるものは1.5%なので，加重平均すると56-
5~杉となる。
15)会社名はある線度確定または縫定可能である。出Hf.l
r要覧JICよれば.Ali東京瓦斯屯気工業株式会社
o符下荘l京都新井町， :lヒOb1li1!志村に工喝) • CIま
t:j;式会社新潟鉄工所繍凶工場.01立大日本支澗株式会
社(目黒.吾妻橋工助). Eは不明， Gは浅野セメ
ント株式会社(消{主町東京工tg，東Jr.町スレー ト工
湯人MはHit'紡績株式会社(本社工場.西新井工
湯). Nは株式会社宅高地活版創造所.QI1浦賀船渠
株式会社浦賀工場(料t東京.健闘H合の事務所は
仰祭川以)， Rは新了合・株式会社服部時計庖てあ
ると思われる。その他健保組合については手懸りな
く，不明である。
16)清水玄 f健康保険実胞の総勘定J..r社会政策時報』
1927年3月号.74ページ。
17)ζこでも.M紡繍会社の金額1;1.(也と桁はずれに大
きいが， r予算Jという表現IC見られるように，そ
れ 1;1.年間のfí用を指すものと思われる。また.~倒
各地の名工場 ・各健保組合の総計であると忽われる
ので.こ乙では一応考察の対象からはずしておきた
1，、。
18)前掲拙著 『日本健康保険法成立史論t
19) t:とえば.当時中堅企業であ勺た柴原紡総合名会社
(現大|司毛織株式会社)の社設、によると. r健康保
険については，直接現金そ徴収されるのであり .そ
の傾も個当まとま 4 たものであ勺たから，当時莫大
な借金を良い， 資金ぐりに苦心していた当社にと 勺
ては.大きな問組だと考えられたのであるJ(大同
毛織「糸ひとすしく上巻)J，1960年， 738ページ) • 
と不安感を卒iiIlC吐露している。
20)向上m38-9ベーグ。 はあ.ζの会社では，栗原
紡織健保利合が1926年12月23日.被保険者663名を
もって設立されている。
21) 議荘三郎 「健康保険法K就てん『国家学会雑誌J~
36冶第JI号.1922年1月， 30ベー ジロ
22)向上稿29ペー ジ。
23) r健康保険問題と労資双方の主張J.r東洋経済新報』
1927年7刀9日および15日号，厚生省編『健隣保険
三十ff.史(上巻)J.全社協， 1958年.261ペー ジ。
24)向上書264ページ。
25)同上書265ページ。
26)たとえば.労働保険調査会第 l回総会 (1921年12)1
(43 ) 
16L1 )における山本股商務大臣の侠拶(向上冷196
ページ)。
27)衆議院本会議(1922年3月14日)における他綴保険
法案委員長崎山一郎の経過報符(問 1~_ lf207 ペ ー
ジ)。
28)日本工業供楽部の社会101ζ対する「窓見J{!}，前tli;
『日本工業伊楽部二十五+f史(上巻)J 570ペー ジ。
29)たとえば.乙の
(前f渇昌副iω92幻7年 7J月H.什l陥6臼号)Iは立， r~J.苦外の傷病
の刷加のia符fよる 'J~実はむしろ保険の実効を現わし
たものとしてgぶべき現象となし得ないであるうかj
と評価している。
そして.さらに.工業倶楽部の『健康保険法実胞
の影切Jを引用 ・矧介して，従来慢性病として自主前
された疾患への利用の多い点を指摘し，業務外の傷
病による受診の治大も「過渡的な現象J1こすきず，
f乙うした土台加には一定の限度がある」と日月佐に断
定しているのは.当時の論評としてはまさに以見と
いわなけれはならないであろう。
30)前褐 I二十五年史(上巻)J 570ページ。
3Jl前t3協調会調査課 f健康保険法改正志:見僻録J.ru 
会政策時報J1927tr: 9月号 (72-3ページ). tt~ 1.< 
Y:f其の後の健康保険J.r社会政策時報J1929年7
月号 (72-3ペ--;)， f.iお，lji掲『換洋経済新報』
(1927年7JJ 9・16日号1にも.この調奇IC関して
「工業倶業部が段近発ぶした ・jという倍舗がム
らuる。
32) 1927年3月ぷの鉱業t去適用事業所の政管健保の彼保
険有数は 6万2，76R人で，総数J14万710人の5_5
衝にすぎはい(r昭和IC・二年度位脱保険事業年
報J， 15ペー 'lo
33)乙乙では詳しく述へる余悩はないので.前掲他
著 r8本健康保険法成立史論J (222-3ページ)
を参照されたい。
34)乙の他に，同業組合は4組合，諸国体としては9団
体(うち7は償本家団体で，他は国際労働協会と臼
広労良党であるが.後の2団体は本縞では省略する)
tJI収録されている。
35)乙乙で資料としたのは， f健康保険組合設立解散状
況一覧J( r健保連三十年の歩みJ1973年)および
「健康保険組合要覧J(r健r，Jl保険時報J1929年6
月臨時増刊号)である。
36)同様のζ とは.目立3製作所(本社東京)についても
いえる。 t:とえば日立工湯健康保険組合(茨繊県〉
などが設立されているが，ただ.亀戸工湯について
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lま設立が確認されないので一応留保しておく。
:17)東京商業会議所編『健康保険法改正意見践に参考資
料J1927年8月，23-4ページ(以下東商『改正意
見.JEIC参考資料』と略す。)
38)三菱鉱業は回答K察して， (イ)の中を次のような
項目をたてている。
1.本法実胞に依句幾何の事業主負但を憎加するや
2.事業の設備組織等如何なる影響を来したるや
3.従業者の募集移動等lζ対し影響ありしゃ
〈向上冊子.168ページ)
jg)施行令第96条は，内務大臣は，性質上事故多き業務
の事業主lι対して.負担すべき割合を3分の2まで
増額できると規定しているcまた法第74条では.彼
保険者の保険料は3$ぢをとえる ことはできないと規
定している。
40)施行前後の出動人員数は呉はるであろうから.正確
lζは乙れを考慮しなければならないが，人員数は不
明なので.人員数は同ーとみなして， 1927年の欠勤
率を1926年の欠勤準で除して， それぞ地減率とした。
41)いま.1926年度の療妥日数および休業日数lζ関して.
男友別の被保険者 l人当り Jfl平均給付日教を見る
と.政府管掌では，療.JS:は鈎1.88日，女1.37臼，休
業は努0.24日.女0.21Bであり.健保組合では，療
養，'i ~.l2.48 日， 女 1. 45日 .休業は努0 .61 日 . 女0 . 60
日と fS-，ている。 ζ 乙では.紛合の給付日数は政府
より も長いが.しかし，政府および組合の同一部門
内では， 女子の給付日数は男女よりも短いのである。
1927年度は，政府の療養は男2.14日，女2.10日で，
休業は見0.45A，女0.48日とな「て.女子が長くな
る。 組合では，療養の男2.68臼， 女2.35日.休養は
~0.86日 ， tcO.85臼である。 1927年の給付日数は伸
びている乙とになる。
以上のように，統計上は必ずしも女子の方が長い
とはいえない。ただ， 療Aの男女格差より，休業の
努!J:絡差の方が小さいので.女子において療養が休
業とより結びついているという乙とはできるであろ
う。なお. 詐~は 『昭和元 ・ 二年健康保険事業年報』
によった。
42)乙の点に関して 『事業年報』によって傷病手当金を
支給期間別に常Ij合を見ると，1926年度は，政府にお
いて，7日以下43.8銘， 8-15日25.5%，組合にお
いて，同じく50.5%，23.0.%であり ，1927年度は，
政府40.6.%，23.9.%，組合目.99ぢ， 21.2.%である。
乙のよ う 1[，給付は l~間以内のものが多 〈 それ
は健康保険組合において顕著である。
43)ただ，工業倶楽部調査は鉱山を含んでいないが.東
京商業会議所調査は39社中1拾の鉱山を含めている
ので，その点iζ関して相違が生じている。
44)ζの点IC関して，前掲柑i著'436-7ページを参照さ
れたb、。
45 ) 熊谷~ーによると.健保組合 129組合のうち . 診療
報酬の支払方式は，人頭式45組合 (34.9~的.定額
式50組合 (38.8.%)，時価式34総合 (26.4%)であ
る(r社会政策略報J1927年 7月号104ページ)。
(昭和61年1月11日受甥)
Summary 
As soon as the Health Inswance Act in Japan was enforced加 1927，employers， employees， and doctors objected 
against the Health Insurance Act and the enforcement. In addition， sick benefit increased more largely and rapidJy 
beyond the government's expectatlon before the enforcement. 
10 June j 927， government thought that it was unavoidable to reform世間 HealthInsurance Act. And then， govern-
ment InquIred of the firms and bodies concerned about the reform of the Act. In response to it， afew bodles， Japanese 
Industry C1ub and Tokyo αtamber of Commerce， made investigation into the effects on magagements by the enforce-
ment of the Health Insurance Act and inquired proposals relating to reform of the Act. 
ηlis study theme is to re.appreciate these investigations about the effects on managements. Concerning the effects， 
we try to survey the cost of produc討on，prodductivity， workers' diligency， harmonization of management and labour， 
and cost of living etc. 
According to廿tisstudy， a bsence from work and sick benefit increased more 1argely than the previous year before 
the enforcement of the Health Insurance Act， and managements suspected them of workers' pretended sickness or 
ideIness. Miner management suffered them， but factory managements -especially， atthe individual management level 
-did not suffer from th巴 reductiono[ productivity. Even though the productivlty decreased， itwas ooly a passing 
(44) 
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phenomenon. Or rather， managements expected that the Health Insurance Act had an effect on workers' good health 
and medical care. 
Therefore， we can conclude that in spite of considerable faults， the Health Insurance Act operated normally and 
effieicntly， and the proposals of reform by the managements couldn'， be accepted eventual1y. 
(45 ) 
